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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移
　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (千円) 538,744 809,170 621,7481,240,2061,136,901

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 7,208 △56,881 △42,498 △36,763△470,282

中間(当期)純損失 (千円) 41,384 49,078 68,506 375,2651,161,867

純資産額 (千円) 1,036,7891,499,383479,9791,239,601467,805

総資産額 (千円) 1,965,2192,365,1971,484,5352,099,4931,172,678

１株当たり純資産額 (円) 29,622.5527,702.907,447.5626,399.217,605.32

１株当たり中間(当期)
純損失金額

(円) 1,229.78 964.83 1,107.769,583.3622,180.67

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 51.3 62.0 31.5 57.6 38.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △143,852△158,298 △8,775 △130,046△372,512

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △451,493△328,403△56,662△1,018,459△153,191

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 165,021 298,933 116,593 584,252 224,296

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 474,147 154,646 89,965 340,219 38,811

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
61
(18)

94
(15)

60　
( 0)

81
(11)

26　
( 4)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
　 ２　平成18年２月１日付で株式１株を２株に分割しております。

３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について、１株当たり中間(当期)純損失のため、記載して
おりません。

　　 ４　第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企
業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

５　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、中間連結会計期間（年間）の平均人員を(　)外数で記載しており
ます。
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移
　

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (千円) 304,651 425,163 182,627 737,930 462,839

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 7,939 48,702 △28,750 △17,779△286,479

中間純利益又は中間(当
期)純損失(△)

(千円) △11,600 47,845 △32,337△313,568△1,203,656

資本金 (千円) 456,750 718,480 798,486 568,480 768,480

発行済株式総数 (株) 35,000 52,956 62,903 46,956 58,219

純資産額 (千円) 1,028,6401,608,845506,6941,261,000457,341

総資産額 (千円) 1,759,4362,254,442514,4081,913,8021,056,997

１株当たり純資産額 (円) 29,389.7330,380.808,055.1726,854.947,855.53

１株当たり中間純利益
金額又は中間(当期)純
損失金額(△)

(円) △344.71 940.59 △522.90△8,007.77△22,978.88

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額

(円) ─ 904.87 ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 58.5 71.4 98.5 65.9 43.3

従業員数 (人) 13 20 7 21 16

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
　 ２　提出会社の第９期については平成18年２月１日付で株式１株を２株に分割しております。
　 ３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第９期中、第９期、第10期、第11期中において

は１株当たり中間(当期)純損失のため、記載しておりません。
　 ４　１株当たり配当額については、配当を実施しておりませんので記載しておりません。
　　 ５　第９期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

６　従業員数は就業人員で記載しております。

７　平成20年４月１日に株式会社ＤＰＧホールディングスに商号変更し、会社分割によりＸＭＬを活用した情報提

供、ＥＣ流通支援、決済支援サービス事業を新設子会社の株式会社データプレイスに承継し、純粋持株会社体

制に移行いたしました。このため第11期中の主要な経営指標等については大きく減少しております。

　

２ 【事業の内容】

（1）事業内容の重要な変更

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ
りません。

　
（2）主要な関係会社の異動

①　全事業
　　 主にデータベース流通・販売を行っております株式会社データプレイスは平成20年４月１日に会社分割し、株式

会社DPGホールディングスに商号変更し、純粋持株会社体制へ移行しました。これと同時に、事業会社として株式会社
データプレイスを新設分割したため新設会社の株式会社データプレイスは当社グループの連結子会社となりました。
②　システム事業
主にＷＥＢサイト制作・運営を行っております株式会社フォト・ウェーブは平成20年３月31日付の株式交換によ

り当社グループの連結子会社となりました。
③　コンシューマー事業
主にマーケティングプロデュース・通信販売を行っておりますミッションステートメント株式会社は平成20年３

月31日と平成20年５月１日のデットエクイティスワップにより株式会社フォト・ウェーブの連結子会社となり重要
性が増したため平成20年４月１日をみなし取得日として当社グループの連結子会社となりました。
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３ 【関係会社の状況】
　 （新規）
　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
（注）１

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

（連結子会社）
東京都港区 10,000千円

企業情報及び
ＸＭＬ事業

（直接）

100.0%

役員の兼任

株式会社データプレイス
（注）２

（4名）

（連結子会社）
東京都品川区 17,000千円システム事業

（直接）

100.0%

役員の兼任

株式会社フォト・ウェーブ （1名）

（連結子会社）
東京都品川区 9,400千円コンシューマー事業

（間接）

89.3%

役員の兼任

ミッションステートメント株式会社 （1名）

(注)１ 事業の種類別セグメントの名称を記載しております。
　     ２ 特定子会社であります。
　
４ 【従業員の状況】
(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

企業情報事業 　４　　

ＸＭＬ事業 14

コンシューマー事業 ６

システム事業 27

全社(共通)  ９

合計 60

(注) １　従業員数は就業人員を記載しております。なお臨時雇用者はおりません。
２　全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも
のであります。

３　前連結会計年度末に比べ従業員数が34名増加しておりますが、これは連結子会社の増加によるものでありま
す。

　
(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 7

(注)１　従業員数は就業人員であります。
　     ２  臨時雇用者はおりません。

    ３  前事業年度末に比べ従業員数が９名減少しておりますが、これは純粋持株会社体制の移行によるものであり
　ます。

　　　
(3) 労働組合の状況
当社及び当社の連結子会社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好に
推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速、原油や原材料の価格高騰が企業収益を圧
迫すると共に、消費者物価の上昇で個人消費にかげりが見えはじめ、景気の先行きには不透明感が生じて
きております。一方で、環境問題を経済活動として捉えることが定着するなど、新しいサービスへの転換
を求める動きも始まっております。
　情報サービス業界においては、大手金融機関の大型システム統合が終了し、役務提供を中心とした市場
からの転換が求められています。インターネットでアプリケーションを稼動させるＳａａＳ（サービス
としてのソフトウェア）など新しいサービスが広がりつつあります。
　このような状況の下、当社グループは収益基盤の安定化に向け、インターネットの標準言語であるＸＭ
Ｌを中心とした事業再編を迅速に進めてきました。
　まず、平成20年１月４日付で株式会社メディカルネットバンクからの事業譲受けにより、メディカル事
業部を新設し、医療情報サービスと当社の持つＸＭＬ技術との融合をはかっています。平成20年３月31日
には株式会社フォト・ウェーブを株式交換により完全子会社化し、ＷＥＢ関連事業の中核を作りました。
平成20年４月１日には純粋持株会社体制へ移行し、株式会社DPGホールディングスに商号変更すると同時
に、事業会社として株式会社データプレイスを新設分割しました。この組織再編により、管理統制部門と
収益事業部門を分離し、経営活動の透明度を高めました。

　これらの結果、まだ黒字転換には至らないものの、収益改善へ向けて事業の絞り込みは着実に進んでお
ります。当中間連結会計期間における連結業績は、売上高621,748千円（前年同期比23.2％減）、営業損失
33,210千円（前年同期は38,982千円の営業損失）、経常損失42,498千円（前年同期は56,881千円の経常
損失）、中間純損失68,506千円（前年同期は49,078千円の中間純損失）となりました。
　また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりであります。
　
＜企業情報事業＞ 
　企業情報事業におきましては、当社が従来から強みとしております株式会社東京商工リサーチが保有す
る120万社のデータベースの付加価値販売に注力しました。当中間期においては日本で初めて特許情報と
企業情報の連携として、特許情報パトリスとの連携システムを開発しました。７月末のリリースであり、
当中間期の業績には寄与できておりませんが、今後に期待しております。当中間連結会計期間の業績は、
売上高は121,776千円(前年同期比30.6％減)、営業利益は20,309千円(前年同期比73.7％減)、売上高営業
利益率が前年同期の44.0％から16.7％へと低下しました。
　
＜ＸＭＬ事業＞ 
　ＸＭＬ事業におきましては、Ｊ－ＳＯＸ対応の文書管理システム「アークファインダー」の開発を進
め、当社における実践事例を作っております。メディカル事業は、既存顧客の理解を得ながら契約の移行
を終了しました。当中間連結会計期間の業績は、売上高は191,366千円（同42.7％増）、営業利益は68,004
千円(前年同期比21.7％減)、売上高営業利益率が前年同期の64.8％から35.5％へと低下しました。
　
＜コンシューマー事業＞ 
　コンシューマー事業におきましては、バイオディーゼル燃料の精製事業に、ミッションステートメント
株式会社の物販事業が加わりました。当中間連結会計期間の業績は、売上高が92,835千円(前年同期比
15.3％減)、営業利益は11,157千円(前年同期比53.0％減)、売上高営業利益率は前年同期の21.3％から
12.0％へと低下しました。
　
＜システム事業＞ 
　システム事業におきましては、前期に子会社の整理を行い、事業の絞り込みを行いました。一方、イン
ターネット事業を推進する中核会社として、株式会社フォト・ウェーブが加わりました。当上半期は在
庫、仕掛など上場会社としての会計基準への転換に伴い、収益が出ていませんが、一時的な現象であると
見ています。当中間連結会計期間の業績は、売上高は246,548千円(前年同期比36.8％減)、営業損失33,360
千円（前年同期は142,632千円の営業利益）となっております。
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(2) キャッシュ・フローの状況
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、8,775千円の資金の減少（前年同期は158,298千円の減
少）となりました。これは主に売上債権の増加42,980千円等によるものであります。
　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、56,662千円の資金の減少（前年同期は328,403千円の減
少）となりました。これは、無形固定資産の取得10,354千円及び長期前払費用の支出48,332千円があった
こと等によるものであります。
　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、116,593千円の資金増加（前年同期は298,933千円の増加）
となりました。これは、第三者割当増資による新株発行による収入60,012千円、短期借入金の純増加額
45,500千円等によるものであります。
　これらの結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は89,965千円となり、前連結会
計年度末と比べて51,154千円増加となりました。

　
２ 【生産、受注及び販売の状況】
　 (1) 生産実績

当社グループの提供するサービスの性格上、生産実績を測定することは困難でありますので、生産実績
は記載しておりません。
(2) 受注状況
当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

企業情報事業 48,601 24.8 10,000 5.0

ＸＭＬ事業 239,271 204.6 114,000 1,425.0

コンシューマー事業 141,035 276.3 133,000 471.6

システム事業 278,846 59.1 71,223 31.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績
当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

企業情報事業 121,776 69.4

ＸＭＬ事業 191,366 142.7

コンシューマー事業 92,835 83.3

システム事業 246,548 58.4

消去又は全社 △30,777 ─

合計 621,748 76.8

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満のため記
載を省略しております。

　
３ 【対処すべき課題】
　 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た
に生じた課題はありません。
　
４ 【経営上の重要な契約等】
　 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

(1) 分社型新設分割（物的分割）

平成20年2月26日開催の当社取締役会の決議及び平成20年3月28日開催の定時株主総会において承認され
平成20年４月1日を期日として、会社分割を行い、純粋持株会社へ移行いたしました。
　詳細は次のとおりであります。
①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グループとしての事業領域と、規模の拡大を実現するために、純粋持株会社
への移行を図ることといたしました。
　本会社分割により、XML事業への特化推進と、グループとしての規模の拡大と、収益の増加による企業価値
向上という経営課題を並行して追求します。
②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会　平成20年2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日 
　会社分割日・分割登記日　平成20年4月１日 
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2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当社の事業を継承する分社型新設分割（物的分割）とし、持株体制への
迅速かつ効率的な移行のため、分社型新設分割方式を採用いたしました。
3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行する株式は全て分割会社である当社に割り当てられました。 
4)分割により減少する資本の額等、株式の消去方法、分割交付金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱いについて 
 当社の新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権に代わるものとして、新設会社（承継会社）
の新株予約権は交付しておりません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会社（承継会社）に承継させる資産と負債の差額を子会社株式に計上い
たします。新設会社（承継会社）においては承継した資産と負債の差額を純資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社（分割会社）の100％子会社であり共通支配下の取引となるため、のれ
んは発生しません。また、承継される資産および負債は、新設会社（承継会社）においても、当社（分割会
社）における当該資産および負債の適正な帳簿価額で計上されております。 
7)新設会社（承継会社）が承継する権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照表を基礎とし、これに分割期日に至るまでの増減を加味した分割事業部
門に属する資産、負債及びこれらに付随する権利義務ならびに契約上の地位と致しました。 
8)債務履行 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、当該分割後の当社及び承継会社の資産、負債の額及び収益状況につい
て検討した結果、当該分割後の当社及び承継会社の負担すべき債務の履行の確実性には問題がないものと
判断しております。
　なお、本件分割により新設会社に移転し新設会社が負担する債務については、分割計画書に基づき当社が
重畳的債務引受を行うこととしました。 
9)新設会社に新たに就任した役員
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉夫 
監査役　 柏原正紀
③分割当事会社の内容（平成20年３月28日現在）

項 目 分割会社 新設会社

商号 株式会社データプレイス（株式会社
DPGホールディングスに商号変更） 株式会社データプレイス

主な事業内容 XMLを活用した情報提供、EC流通支援、
決済支援サービス事業

XMLを活用した情報提供サービス事業、
情報管理事業

設立年月日 平成10年６月 平成20年４月

本店所在地 東京都品川区西五反田2-30-4 東京都港区浜松町2-1-17

代表者 代表取締役会長兼ＣＥＯ藤田 幹夫
代表取締役社長　朝田　篤 代表取締役社長　藤田 幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株式数 61,553 株 2,000 株

純資産 457 百万円 410 百万円

総資産 1,056 百万円 989 百万円

決算期 毎年12月31日 毎年12月31日

従業員数 10名 23名

主要取引先 金融機関など 東京商工リサーチ

大株主及び株主比
率

(有)グローバルキャピタル18.6%
藤田幹夫11.9% 
(株)アドバックス8.1% 
インベスター・グロース・キャピタル
・ホールディングス・ビー・ヴィ－
7.5% 
松井証券(株)（一般信用）6.6% 
朝田篤 4.5% 
三菱商事株式会社
3.2% 

(株)DPGホールディングス 100％
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項 目 分割会社 新設会社

主要取引銀行 三菱東京UFJ銀行
商工組合中央金庫、三菱東京UFJ銀行、横浜
銀行

当事会社の関係

・資本関係：新設会社は分割会社の100％出資会社です。 
・人的関係：分割会社の取締役および監査役が兼務しております。
　新設会社の従業員はすべて分割会社からの転籍となりました。 
・取引関係：各子会社から分割会社への配当、経営指導料等の収入。

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に別段の定めのあるものを除く。
2)分割する事業の平成19年12月期における経営成績（単体ベース）　　　　　　(単位：百万円)

分割事業(A) 平成19年12月期実績(B) 比率(A/B)

売上高 462 462 100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─
⑤承継させる資産、負債の項目および金額(平成19年12月31日現在) 　　　　　(単位：百万円)

資　　　　　産 負　　　　債

項　　　　目 帳簿価額 項　　　　目 帳簿価額

流動資産 189 流動負債 462

固定資産 800 固定負債 117

合　計 989 合　計 579
⑥分割後の当社の状況（平成20年４月１日現在）
1)商号 
株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　
グループの株式を保有することによる当該企業の事業活動の管理 
3)本店所在地 
東京都品川区西五反田二丁目30番４号 
4)代表者 藤田幹夫、朝田篤
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日
　

(2) 株式交換契約

（株式会社フォトウェーブ）
平成20年２月26日開催の取締役会において、株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京都品川区西五反田
二丁目30番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）を株式交換により完全子会社化と
することを決議し、株式交換契約を締結いたしました。
　詳細は次のとおりであります。
①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事業に集中すると共に、収益確保のグループ戦略を進めていま
す。フォト・ウェーブでは、デジタルコンテンツの企画・制作を行っております。電子商取引の拡大により、
フォト・ウェーブが提供するサイト構築と決済サービスは順調に増加しています。データプレイスはフォ
ト・ウェーブを子会社化することで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技術の適用により新たなサービス
を提供することが可能になると考えています。
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両社）
・平成20年３月13日　株式交換契約書承認株主総会（フォト・ウェーブ）
・平成20年３月31日　株式交換期日 
（注）DPGホールディングス（データプレイスより社名変更）については、会社法第796条第3項の規定に基
づき、株主総会の承認を必要としない「簡易株式交換」の手続きにより行いました。 
2）株式交換比率
・フォトウェーブの普通株式１株に対して、DPGホールディングス（データプレイスより社名変更）の普通
株式５株を割当。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いません。
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③株式会社フォト・ウェーブの概要（平成20年３月13日現在）
商　号 株式会社フォト・ウェーブ(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワークシステム、データベースソ
フトウェアの設計・販売

設立年月日 平成10年４月21日

本店所在地 東京都品川区西五反田二丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式総数 270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エアネット、(株)トライバルメ
ディアハウス、(株)松竹

大株主及び議決権比率(平成19年12月31日現在)

朝田篤　　　　　　　　　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティング　 33.3％

有限会社ティーケーパートナーズ14.8％

最近３年間の業績(千円)

決算期 17年３月期 18年３月期 19年３月期

売上高 75,318 150,972 261,860

営業利益 △1,106 1,378 6,206

経常利益 1,949 2,540 5,982

当期純利益 1,214 1,615 3,426

総資産 39,677 70,210 152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概要」に記載の内容から変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本金は増加いたしません。
⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式数
(株)

所有割合(％)

１ 有限会社グローバルキャピタル 11,506 18.2

２ 藤田  幹夫 7,338 11.6

３ 株式会社アドバックス 5,000 7.9

４
インベスター・グロース・キャピタル・
ホールディング・ビー.ヴィー.

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６ 松井証券株式会社(一般信用口) 2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガーホールディングスリミ
テッド

2,000 3.1

７ ライゼンムーンリミテッド 2,000 3.1

(注)1. 大株主につきましては、平成19年12月31日（期末日）現在の株主名簿を基準に作成しております。
(注)2. 募集後の持株比率は、平成19年12月31日（期末日）現在の株主名簿に、平成20年２月１日付の第三
者割当増資および、今回の第三者割当による新株式発行による増加分を反映したものです。

　

５ 【研究開発活動】
　 当中間連結会計期間における研究開発費の計上はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間における主要な設備の異動は、以下のとおりであります。

　
(1) 提出会社

当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。
　　　　　　　
(2) 国内子会社

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。　　　　平成20年6月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物等 合計

株式会社
データプレイス

徳島事業所
（徳島県
徳島市）

ＸＭＬ事業 空調設備 651 651－

笠間BDF
研究室
（茨城県
笠間市）

コンシューマー事業 笠間BDF研究室 2,143 2,143－

　　　(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】
　 (１) 重要な設備の新設等
　         該当事項はありません。
　 (２) 重要な設備の除却等
　         該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】
① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 211,000

計 211,000
　

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,903 67,033
名古屋証券取引所
(セントレックス)

(注)

計 62,903 67,033 ― ―

(注)　発行済株式は、完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　
(2) 【新株予約権等の状況】
①　新株予約権

(平成16年３月30日開催の定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 926個 926個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 1,852株 1,852株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成18年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成18年６月１日から
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注) １ (注) １

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か
かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ
れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割
もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
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３　新株予約権の行使の条件
(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時

において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。
(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。
　

(平成16年３月30日開催の定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 1,200個 1,200個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 2,400株 2,400株

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円 25,000円

新株予約権の行使期間
平成16年６月１日から
平成21年３月30日まで

平成16年６月１日から
平成21年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注) １ (注) １

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か
かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ
れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割
もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
　
３　新株予約権の行使の条件
(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時

において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。
(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。
　

(平成17年８月26日開催の臨時株主総会決議)
　

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 250個 250個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 500株 500株

新株予約権の行使時の払込金額 85,000円 85,000円

新株予約権の行使期間
平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで

平成19年９月10日から
平成24年３月７日まで
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新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　  85,000円
資本組入額　42,500円

発行価格　　85,000円
資本組入額　42,500円

新株予約権の行使の条件 ― ―

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注) １　 (注) １　

(注) １　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ
いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分
割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　 ２　新株予約権１個当たりの払込金額は、１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に新株予約権１個の

株式数を乗じた金額とする。行使価額は、当社普通株式の株式上場(店頭登録を含む)に際して行う公募増資等

のために当社取締役会又は取締役会の授権を受けた代表取締役が決定し公表する当社普通株式の一般募集に

おける発行価格・売出しにおける売出価格と同額とする。なお、行使価格決定後当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
　
３　新株予約権の行使の条件
(ⅰ) 本新株予約権を行使するには、当社の発行する普通株式が、株式市場に上場(店頭登録を含む)しているこ

とを要する。 ただし、後記(ⅴ)に掲げる新株予約権割当契約に別に定める場合についてはこの限りでな
い。

(ⅱ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時
において退職していた場合、当該新株予約権は消滅する。但し取締役会決議で特別に認めた場合はこの限
りではない。

(ⅲ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
(ⅳ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(ⅴ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。
　

(平成18年３月28日開催の定時株主総会決議)

区分
中間会計期間末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数 640個 640個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 640株 640株

新株予約権の行使時の払込金額 71,750円 71,750円

新株予約権の行使期間
平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

平成20年４月30日から
平成25年４月26日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　 71,750円
資本組入額　35,875円

発行価格　 71,750円
資本組入額　35,875円

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注) １　 (注) １　

(注) １　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、か
かる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行わ
れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

半期報告書

13/72



　
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割
もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

　 ２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により行使価額を調整
し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
　
また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による場合を
除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中
「既発行株式数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式数は含まない。

　

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行(処分)前の時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数
　
３　新株予約権の行使の条件
(ⅰ) 新株予約権の割当を受けた者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時

において退職していた場合においても当該新株予約権は消滅しない。
(ⅱ) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとする。
(ⅲ) 新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。
(ⅳ) その他の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年２月１日
（注）１

3,334 61,553 30,006 798,486 30,0061,196,219

平成20年３月31日
（注）２

1,350 62,903 ─ 798,486 21,6781,217,897

(注)１　有償第三者割当

　　割当先　　朝田　篤　   2,778株

　　発行価格　 18,000円　　　　　資本組入額　  9,000円

　　割当先　　萩谷　史郎　   556株

　　発行価格　 18,000円　　　　　資本組入額　  9,000円

　　２　株式交換

株式会社フォト・ウェーブを株式交換（フォトウェーブの普通株式１株に対して、DPGホールディングスの普

通株式５株を割当）により完全子会社化したことによります。なお、資本金に変更はありません。

中間期末日後から提出日までの発行済株式総数及び資本準備金の増加は次の通りであります。

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年８月15日
（注）３

4,130 67,033 ─ 798,486 75,8261,293,724

(注)３　株式交換

株式会社インターネットペイメントサービスを株式交換（インターネットペイメントサービスの普通株式１

株に対して、DPGホールディングスの普通株式10株を割当）により完全子会社化したことによります。なお、資

本金に変更はありません。

　

(5) 【大株主の状況】
平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社グローバルキャピタル 東京都中央区銀座七丁目13番10号 11,506 18.29

藤　田　幹　夫 東京都大田区 7,338 11.67

株式会社アドバックス 東京都中央区銀座七丁目13番10号 5,000 7.95

インベスター・グロース
・キャピタル・ホールディング
(常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行決済事業部)

Strawinskylaan 1159 D-Tower, Floor11,
 1077 XX Amsterdam,The Netherlands
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

4,621 7.35

朝　田　　　篤 東京都目黒区 3,678 5.85

山　田　克　礼 東京都中央区 2,140 3.40

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 2,000 3.18

グレート　ビガー　ホールディングス　リ
ミテッド
(常任代理人 大本総合法律事務所)

501A OceanCentre,5Canton Road Tsim ShaTsui
.kowloon,Hong Kong
(東京都千代田区二番町３番４号）

2,000 3.18

ライゼン　ムーン　リミテッド
(常任代理人 大本総合法律事務所)

501A OceanCentre,5Canton Road Tsim 
ShaTsui.kowloon,Hong Kong
(東京都千代田区二番町３番４号）

2,000 3.18

松井証券株式会社
（一般信用口）

東京都千代田区麹町一丁目４番 1,937 3.08

計 ― 42,220 67.12

(注)上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が2,000株あります。
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(6) 【議決権の状況】
① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 62,903 62,903 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 62,903 ― ―

総株主の議決権 ― 62,903 ―

(注)上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が2,000株あり、完全議決権株式（その他）欄には、2,000株（議決権

2,000個）含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

　
２ 【株価の推移】
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 18,000 17,090 16,000 18,500 36,000 31,900

最低(円) 15,500 15,500 14,000 14,500 19,300 17,020

(注) １  最高・最低株価は名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動につきましては、次のとお
りであります。
（役職の異動）

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長兼ＣＥＯ 代表取締役社長 藤田　幹夫 平成20年３月28日

代表取締役社長 取締役 朝田　　篤 平成20年３月28日

常務取締役 取締役 松田　純弘 平成20年３月28日

取締役
（管理本部長） 取締役 新井　嘉夫 平成20年３月28日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年
大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前中間連
結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ
き、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表
規則に基づいて作成しております。

　
(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省
令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前中間会計期間
（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計
期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成
しております。

　
２　監査証明について
当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間(平成19
年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期
間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６
月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間
財務諸表について、アスカ監査法人により中間監査を受けております。
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１ 【中間連結財務諸表等】
(1) 【中間連結財務諸表】
① 【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 154,646 89,965 38,811

２　受取手形及び売掛金 ※１ 383,221 354,436 241,286

３　たな卸資産 254,410 141,396 79,920

４　前払金 69,883 32,153 ─

５　繰延税金資産 5,423 ─ 9

６　その他 58,657 61,690 75,532

　　  貸倒引当金 △656 △20,523 ─

流動資産合計 925,58439.1 659,11944.4 435,56037.1

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1) 建物及び構築物 6,635 6,318 3,640

 減価償却累計額 △1,668 4,967 △1,312 5,006 △915 2,724

(2) その他 71,543 53,184 38,369

 減価償却累計額 △36,88834,655 △30,42322,761 △16,98321,386

有形固定資産合計 39,6221.7 27,7681.9 24,1102.1

２　無形固定資産

(1) のれん ※２ 388,507 186,173 169,706

(2)ソフトウェア 389,692 229,308 256,748

(3)ソフトウェア
　　仮勘定

154,346 89,500 89,500

(4) その他 1,709 719 640

無形固定資産合計 934,25539.5 505,70234.0 516,59644.1

３　投資その他の資産

(1)投資有価証券 101,190 52,746 21,429

(2)長期前払費用 273,330 137,550 101,262

(3)繰延税金資産 3,293 ─ ─

(4)長期未収入金 ─ 142,275 147,275

(5)破産更正債権等 ─ 63,921 33,400

(6)その他 87,920 54,368 26,925

　 貸倒引当金 ─ △158,917 △133,880

投資その他の資産合計 465,73419.7 291,94519.7 196,41216.7

固定資産合計 1,439,61260.9 825,41655.6 737,11862.9

資産合計 2,365,197100.0 1,484,535100.0 1,172,678100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　支払手形及び買掛金 56,829 167,928 120,631

２　短期借入金 107,413 159,820 113,320

３　１年以内償還予定
　　社債

64,000 40,000 72,000

４　１年以内返済予定
　　長期借入金

214,002 208,400 190,528

５　未払法人税等 8,046 13,369 3,861

６　賞与引当金 3,945 ─ ─

７　前受金 87,427 4,238 1,030

８　その他
61,639

 
87,097 19,166

流動負債合計 603,30225.5 680,85345.9 520,53744.4

Ⅱ　固定負債

１　社債 40,000 ─ ─

２　長期借入金 222,511 258,582 127,463

３　リース資産減損勘定 ─ 49,893 56,872

４　預り保証金 ─ 15,225 ─

固定負債合計 262,51111.1 323,70121.8 184,33515.7

負債合計 865,81336.6 1,004,55567.7 704,87360.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 718,48030.4 798,48653.8 768,48065.5

２　資本剰余金 1,116,21647.2 1,217,89782.0 1,166,21399.5

３　利益剰余金 △370,078△15.6 △1,547,909△104.3 △1,479,403△126.2

株主資本合計 1,464,61761.9 468,47331.5 455,28938.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　為替換算調整勘定 2,4160.1 ─ ─ ─ ─

 評価・換算差額等合計 2,4160.1 ─ ─ ─ ─

Ⅲ　少数株主持分 32,3491.4 11,5050.8 12,5151.1

純資産合計 1,499,38363.4 479,97932.3 467,80539.9

負債純資産合計 2,365,197100.0 1,484,535100.0 1,172,678100.0
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② 【中間連結損益計算書】

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 809,170100.0 621,748100.0 1,136,901100.0

Ⅱ　売上原価 505,44362.5 419,55567.5 979,39186.1

売上総利益 303,72637.5 202,19332.5 157,51013.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

342,70842.4 235,40337.9 610,99653.8

営業損失 38,982△4.8 33,210△5.3 453,486△39.9

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 355 591 8,688

２　受取配当金 7 0 87

３　業務受託益 ─ 4,991 ─

４　雑収入 ─ 4,429 1,715

５　その他 826 1,1890.1 42 10,0541.6 2,35512,8461.1

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 7,014 14,140 13,885

２　株式交付費 1,780 ─ 2,284

３　事業投資損失 9,671 ─ 9,671

４　長期前払費用償却 ─ 2,409 ─

５　その他 621 19,0872.4 2,79219,3423.1 3,80229,6432.6

経常損失 56,881△7.0 42,498△6.8 470,282△41.4

Ⅵ　特別利益

１　貸倒引当金戻入益 65 61 192

２　賞与引当金戻入益 2,308 ─ 2,308

３　関係会社株式売却益 ─ ─ 53,144

４　債務免除益 ─ ─ 26,900

　５　前期損益修正益 ※７ ─ 2,3740.3 1,238 1,3010.2 ─ 82,5467.3

Ⅶ　特別損失

１　ソフトウェア除却損 ─ ─ 127,752

２　固定資産除却損 ※４ 140 ─ 3,567

３　減損損失 ※５ ─ ─ 169,196

４　関係会社清算損 ─ ─ 40,549

５　投資有価証券評価損 ─ ─ 80,000

６　関係会社株式売却損 ─ ─ 3,180

７　貸倒引当金繰入額 ─ ─ 126,950

８　たな卸資産評価損 ─ 1,454 116,482

９　前期損益修正損 ※８ ─ 295 ─

10　その他特別損失 ─ 140 0.0 ─ 1,7490.3 96,992764,67167.3

税金等調整前中間 
(当期)純損失

54,647△6.8 42,946△6.9 1,152,408△101.4

法人税、住民税
及び事業税

6,118 11,203 11,373

過年度法人税住民税
及び事業税

※６ ─ ─ △5,424

過年度法人税等戻入額 ※３ △5,424 ─ ─

法人税等調整額 △1,809△1,115△0.1 15,36626,5704.3△2,629 3,3200.3

少数株主利益又は
少数株主損失（△）

△4,453△0.6 △1,010△0.2 6,1390.5

中間（当期）純損失 49,078△6.1 68,506△11.0 1,161,867△102.2
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年1月1日　至　平成19年6月30日)

株主資本 評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(千円)568,480966,216△326,4061,208,289─ ─ 31,3121,239,601

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 150,000150,000 ─ 300,000 ─ ─ ─ 300,000

　中間純損失 ─ ─ △49,078△49,078 ─ ─ ─ △49,078

　連結除外による株主資本変動額 ─ ─ 5,406 5,406 ─ ─ ─ 5,406

　株主資本以外の項目の中間連
　結会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ 2,416 2,416 1,036 3,452

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
150,000150,000△43,671256,3282,416 2,416 1,036 259,782

平成19年６月30日残高(千円) 718,4801,116,216△370,0781,464,6172,416 2,41632,3491,499,383

　

当中間連結会計期間 (自　平成20年1月1日　至　平成20年6月30日)

株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,213△1,479,403455,289 12,515 467,805

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 30,006 51,684 ─ 81,690 ─ 81,690

　中間純損失 ─ ─ △68,506△68,506 ─ △68,506

　株主資本以外の項目の中間連
　結会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ △1,010 △1,010

中間連結会計期間中の変動額合計

(千円)
30,006 51,684△68,506 13,184 △1,010 12,174

平成20年６月30日残高(千円) 798,4861,217,897△1,547,909468,473 11,505 479,979

　

前連結会計年度(自　平成19年1月1日　至　平成19年12月31日)

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216△326,4061,208,28931,3121,239,601

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 200,000199,997 ─ 399,997 ─ 399,997

　当期純損失 ─ ─ △1,161,867△1,161,867 ─ △1,161,867

　連結除外による株主資本変動額 ─ ─ 3,464 3,464 ─ 3,464

　持分減少に伴う持分変動額 ─ ─ 5,406 5,406 ─ 5,406

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ △18,796 △18,796

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

200,000199,997△1,152,997△753,000△18,796△771,795

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,213△1,479,403455,289 12,515 467,805
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
　 前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純損失
(△)

△54,647 △42,946 △1,152,408

減価償却費 5,328 5,232 12,779

減損損失 ─ ─ 169,196

ソフトウェア償却 50,649 35,133 102,646

長期前払費用償却 26,285 15,728 52,905

のれん償却額 50,258 24,706 84,452

ソフトウェア除却損 ─ ─ 127,752

固定資産除却損 ─ ─ 3,567

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103 10,314 133,997

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,279 ─ 14,658

受取利息及び受取配当金 △362 △592 △8,776

支払利息及び社債利息 7,014 14,140 14,332

株式交付費 1,780 ─ 2,284

持分法による投資損益 ─ 624 △239

事業投資損失 9,671 ─ 9,671

投資有価証券評価損 ─ ─ 80,000

関係会社株式売却益 ─ ─ △53,144

関係会社株式売却損 ─ ─ 3,180

関係会社清算損 ─ ─ 40,549

その他特別損失 ─ ─ 96,992

売上債権の増減額（△は増加） △215,080 △42,980 △195,154

たな卸資産の増減額（△は増加） △94,799 △47,758 67,971

その他流動資産の増減額
（△は増加）

15,401 541 △75,222

仕入債務の増減額（△は減少） 50,737 28,689 122,576

未払金の増減額（△は減少） 7,076 △3,714 7,866

その他流動負債の増減額
（△は減少）

6,743 6,957 △1,118

その他 336 △1,464 911

小計 △132,221 2,612 △337,768

利息及び配当金の受取額 3,012 517 8,776

利息の支払額 △7,136 △11,050 △13,731

法人税等の支払額 △21,952 △854 △29,788

営業活動によるキャッシュ・フロー △158,298 △8,775 △372,512
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　 前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23,093 △2,211 △17,676

無形固定資産の取得による支出 △246,512 △10,354 △190,292

無形固定資産の売却による収入 96,960 ─ ─

投資有価証券の取得による支出 △50,000 ─ △50,000

連結除外に伴う変動額 ─ ─ 8,871

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による収入

※２ 3,000 10,252 ─

子会社株式の売却による収入 ※３ ─ ─ 190,024

貸付けによる支出 △65,000 △1,740 ─

貸付金の回収による収入 109,000 1,290 37,810

長期前払費用の増加による支出 △163,986 △48,332 △131,773

その他投資の回収による収入 96,997 ─ ─

その他投資による支出 △85,770 △5,565 △155

投資活動によるキャッシュ・フロー △328,403 △56,662 △153,191

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額
（△は減少）

2,444 45,500 △56,023

長期借入れによる収入 241,654 30,000 239,000

長期借入金の返済による支出 △221,069 △18,919 △197,787

社債の償還による支出 △32,000 ─ △64,000

株式の発行による収入 298,220 60,012 297,716

配当金の支払額 △300 ─ ─

少数株主からの増資に伴う収入 10,000 ─ 5,406

その他 △16 ─ △15

財務活動によるキャッシュ・フロー 298,933 116,593 224,296

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 2,197 ─ ─

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は
　　減少額（△は減少）

△187,769 51,154 △301,408

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 340,219 38,811 340,219

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末
　　(期末)残高

※１ 154,646 89,965 38,811
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　　　──── 　当社グループは、前連結会計年度に453百万
円、当中間連結会計期間に33百万円の大幅な
営業損失を計上すると同時に、営業キャッ
シュ・フローにつきましても前連結会計年
度に372百万円、当中間連結会計期間に８百
万円と２期連続してマイナスになっており
ます。当該状況により、継続企業の前提に関
する重要な疑義が存在しております。当社グ
ループは、このような状況を解消すべく、当
連結会計年度において事業の再構築と組織
再編を迅速に実行し、収益力を最優先した経
営基盤の強化を図ります。財務面では、第三
者割当増資による財務基盤の安定化を図り
ました。今後の経営方針として、収益力の強
化により企業価値の向上を図ります。具体的
には、ＸＭＬ事業への集中と、収益性を重視
した企業グループ再編であります。これら施
策の結果、継続企業の前提に関する重要な疑
義を解消できるものと判断しております。
　当中間連結会計期間に実施した事業の再構
築と組織再編は、以下のとおりであります。
　平成20年１月４日付で株式会社メディカル
ネットバンクからの事業譲受けにより、デー
タプレイスにメディカル事業部を新設しま
した。
　平成20年２月26日開催の取締役会におい
て、株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京
都品川区西五反田二丁目30番４号、代表取締
役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェー
ブ」）を株式交換により完全子会社化する
ことを決議し、株式交換契約を締結いたしま
した。
　平成20年４月１日付で、株式会社データプ
レイスは会社分割し、株式会社DPGホール
ディングスに商号変更し、純粋持株会社体制
へ移行しました。これと同時に、事業会社と
して株式会社データプレイスを新設分割し
ました。
　平成20年７月24日開催の取締役会におい
て、株式会社インターネットペイメントサー
ビス（本社：東京都品川区西五反田二丁目
30番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下
「インターネットペイメントサービス」）
を株式交換により完全子会社化することを
決議し、株式交換契約を締結いたしました。
この詳細は、「第５　経理の状況　１　中間連
結財務諸表等　（重要な後発事象）」に記載
のとおりであります。
　なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提
として作成されており、このような重大な疑
義の影響を反映いたしておりません。

　当社グループは、前連結会計年度に28百万
円、当連結会計年度に453百万円の大幅な営
業損失を計上すると同時に営業キャッシュ
フローにつきましても、前連結会計年度は
130百万円、当連結会計年度は372百万円と２
期連続でマイナスになっております。
　また、764百万円の特別損失を計上した結
果、当期純損失が1,161百万円となっており
ます。当該状況により継続企業の前提に関す
る重要な疑義が存在しております。
　当社グループは、このような状況を解消す
べく、当連結会計年度において子会社の整理
を迅速に実行し、不採算事業から撤退すると
共に、経費削減による経営基盤の強化を図り
ました。財務面では（重要な後発事象）に記
載のとおり、第三者割当増資による財務基盤
の安定化を図りました。今後の経営方針とし
て、収益力の強化により企業価値の向上を図
ります。具体的には、ＸＭＬ事業への集中と、
収益性を重視した企業グループ再編であり
ます。これら施策の結果、継続企業の前提に
関する重要な疑義を解消できるものと判断
しております。なお、連結財務諸表は継続企
業を前提として作成されており、このような
重大な疑義の影響を反映いたしておりませ
ん。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

すべての子会社を連結し

ております。

　連結子会社の数　８社

　連結子会社の名称

株式会社マイトベー

シックサービス

株式会社エムタック

株式会社販路開発

クロス・エー株式会社

株式会社セールス・サ

ポート・サービシーズ

株式会社エアフォルク

株式会社日本ヘンプ

上海クロス・エー

 
グリーンネットワーク株

式会社は、持分比率の低下
に伴い平成19年６月30日を
もって持分法適用会社に移
行しております。移行に伴
う損益への影響はありませ
ん。

すべての子会社を連結し

ております。

　連結子会社の数５社

　連結子会社の名称

株式会社データプレイ

ス

クロス・エー株式会社

株式会社エアフォルク

株式会社フォト・

ウェーブ

ミッションステートメ

ント株式会社

 
株式会社フォト・ウェー

ブは平成20年３月31日の株
式交換により当中間連結会
計期間より連結の範囲に含
めております。
ミッションステートメン

ト株式会社は平成20年３月
31日と平成20年５月１日の
デットエクイティスワップ
により株式会社フォト・
ウェーブの連結子会社とな
り重要性が増したため平成
20年４月１日をみなし取得
日として当中間連結会計期
間より連結の範囲に含めて
おります。
株式会社データプレイス

は平成20年４月１日に会社
分割し、株式会社DPGホール
ディングスに商号変更し、
純粋持株会社体制へ移行し
ました。これと同時に、事業
会社として株式会社データ
プレイスを新設分割したた
め当中間連結会計期間より
連結の範囲に含めておりま
す。

すべての子会社を連結し

ております。

　連結子会社の数　２社

　連結子会社の名称

クロス・エー株式会社

株式会社エアフォルク
収益性を最優先した事業

再編のため、連結子会社を
売却いたしました。　
前連結会計年度において、
連結子会社でありました㈱
販路開発、㈱マイトベー
シックサービス、㈱エム
タック、㈱日本ヘンプ、上海
クロス・エーについては、
当社が保有する全株式の売
却により、㈱セールス・サ
ポート・サービシーズにつ
いては清算により、グリー
ンネットワーク㈱について
は第三者割当増資によって
当社の保有株式割合が50％
以下になったことにより、
連結の範囲から除外してい
ます。 
㈱販路開発及びグリーン
ネットワーク㈱については
平成19年６月30日まで、㈱
マイトベーシックサービ
ス、㈱エムタックについて
は平成19年９月30日まで、
㈱セールス・サポート・
サービシーズについては、
清算完了日である平成19年
9月19日まで、㈱日本ヘン
プ、上海クロス・エーにつ
いては、平成19年12月31日
までの損益計算書について
は連結しております。

２　持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した関連会社
　１社 
持分法適用会社の名称
　グリーンネットワーク㈱
グリーンネットワーク㈱
は、平成19年６月30日付の
第三者割当増資によって当
社の保有割合が50％以下に
なったため当社の連結子会
社から持分法適用会社に移
行しております。

　関連会社はすべて持分法
を適用しております。
　関連会社の数　　１社
　関連会社の名称
　グリーンネットワーク㈱
 

持分法を適用した関連会社
　１社 
持分法適用会社の名称　グ
リーンネットワーク㈱
グリーンネットワーク㈱
は、平成19年６月30日付の
第三者割当増資によって当
社の保有割合が50％以下に
なったため当社の連結子会
社から持分法適用会社に移
行しております。

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

全連結子会社の決算日は

当社連結決算日（12月31

日）に統一されておりま

す。

全連結子会社の決算日は

当社連結決算日（12月31

日）に統一されておりま

す。

全連結子会社の決算日は

当社連結決算日（12月31

日）に統一されておりま

す。
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項目

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

４　会計処理基準に

関する事項

①　重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

個別法による原価法

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

　　　同左

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

　　　同左

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のないもの

　　　同左

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

　　　同左

②　重要な減価償却

資産の償却方法

(1) 有形固定資産

定率法

取得価額10万円以上

20万円未満の少額減価

償却資産については、

３年間の均等償却に

よっております。

なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。

建物 10～15年

工具、器具
及び備品

3～10年

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　　　　同左　　　　

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　　　　同左

 

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェ
ア

社内における利用可

能期間(５年)に基づく

定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

 

(2) 無形固定資産

同左

 

 

市場販売目的のソフト

ウェア

見込販売数量に基づ

く償却額と、３年を限

度とする残存有効期間

に基づく均等配分額と

を比較し、いずれか大

きい額を償却する方法

によっております。

　　　　　同左 　　　　　同左

 
 

(3) 長期前払費用

均等償却によっており

ます。

(3) 長期前払費用

均等償却によっており
ます。 
なお、償却期間につい
ては法人税法に規定す
る方法と同一の基準に
よっております。 
 

(3) 長期前払費用

　　　同左

③　重要な繰延資産

の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用とし

て処理しております。　

　

株式交付費

同左

株式交付費

　　　同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

④　重要な引当金の

計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当中間連結会計期間に見

合う分を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

────

 

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う

分を計上しております。

　　　　──── （追加情報）

賞与引当金を計上して

おりました株式会社エム

タックが前連結会計年度

において連結範囲から除

外となったため当中間連

結会計期間より賞与引当

金を計上しておりませ

ん。

　　　　────

⑤　重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

 

同左

⑥　重要なヘッジ会

計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップの特例処

理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採

用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

(1) ヘッジ会計の方法

　　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ

  対象

（ヘッジ手段）

    金利スワップ

（ヘッジ対象）

    借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ

  対象

　　　　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ

  対象

　　　　　同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行ってお

ります。

　　　同左 　　　同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

金利スワップの特例処

理の要件を満たしてお

り、中間連結決算日にお

ける有効性の評価を省略

しております。

　　　同左 金利スワップの特例処

理の要件を満たしてお

り、連結決算日における

有効性の評価を省略して

おります。

⑦　その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっており

ます。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左

 

(2) 出資金の会計処理　

任意組合への出資金に

ついては、中間連結貸借

対照表及び中間連結損益

計算書双方について持分

相当額を純額で取り込む

方法によって計上してお

ります。

(2) 出資金の会計処理　

　　　同左

(2) 出資金の会計処理

任意組合への出資金に

ついては、連結貸借対照

表及び連結損益計算書双

方について持分相当額を

純額で取り込む方法に

よって計上しておりま

す。

５　中間連結(連結)

キャッシュ・フ

ロー計算書におけ

る資金の範囲

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左

 

同左
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会計処理の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（繰延資産の会計処理）

当中間連結会計期間から「繰延資産
の会計処理に関する当面の取扱い」
（企業会計基準委員会　平成18年８月
11日実務対応報告第19号）を適用して
おります。
　前中間連結会計期間において営業外
費用の内訳として表示していた「新株
発行費」は当中間連結会計期間から
「株式交付費」として表示する方法に
変更しております。また、前中間連結会
計期間において営業活動によるキャッ
シュ・フローの内訳として表示してい
た「新株発行費」は当中間連結会計期
間より「株式交付費」として表示する
方法に変更しております。

　　　　　　──── 　　　　　　────

　　　　　　　──── 　　　   　　────
 

（有形固定資産の減価償却の方法）

法人税法の改正（（所得税法等の一
部を改正する法律　平成19年３月30日　
法律第６号）及び（法人税施行令の一
部を改正する政令　平成19年３月30日　
政令第83号））に伴い、平成19年４月
１日以降に取得の有形固定資産につい
ては、改正後の法人税法に基づく方法
に変更しております。これによる損益
及びセグメント情報に与える影響は軽
微であります。　　　　　　

表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間連結貸借対照表） 　　　　　　　　　　　────

１．「連結調整勘定」については当中間連結会計期間よ
り「のれん」として表示しております。
２．前中間連結会計期間まで 投資その他の資産に含め
て表示しておりました「投資有価証券」ついては科目の
重要性を考慮して当中間連結会計期間より区分掲記して
おります。なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券」
は10,000千円であります。
３．前中間連結会計期間まで 投資その他の資産に含め
て表示しておりました「長期前払費用」ついては当中間
連結会計期間において負債及び純資産の合計額の100分
の5を超えることとなったため、当中間連結会計期間より
区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の「長
期前払費用」は81,055千円であります。
４．前中間連結会計期間まで 投資その他の資産に含め
て表示しておりました「繰延税金資産」については科目
の重要性を考慮して、当中間連結会計期間より区分掲記
しております。なお、前中間連結会計期の「繰延税金資
産」は25,638千円であります。

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書）

「新株発行費」については当中間連結会計期間より「株
式交付費」として表示しております。

　　　　　　　　　　　────

　　　　　　　　　　　──── 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「社債
利息」（前中間連結会計期間476千円）については「支
払利息」に含めて表示しております。なお当中間連結会
計期間における「社債利息」は363千円であります。

（中間連結キャッシュフロー計算書） 　　　　　　　　　　　────

１．「連結調整勘定償却額」について当中間連結会計期
間より「のれん償却額」として表示しております。
２．「新株発行費」については当中間連結会計期間より
「株式交付費」として表示しております。
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追加情報

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

　　　　　　　　　　　──── （固定資産の減価償却方法）

平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以降に取
得した有形固定資産については、改正後の法人税法に規
定する方法により、減価償却費を計上しております。この
変更により、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純
利益に与える影響は軽微であります。
　また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産に
ついては、償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連
結会計年度より、残存簿価を５年間にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上しております。この変更により、
営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益に与え
る影響は軽微であります。

　　　　　　　　　　　──── （有形固定資産の耐用年数の変更）

平成20年度税制改正により「減価償却資産の耐用年数等
に関する省令の一部を改正する省令」（平成20年４月30
日　財務省令32号）が公布されたことに伴い、当社及び連
結子会社の機械装置について、耐用年数の見直しを行っ
ています。
　この変更により、営業利益、経常利益及び税金等調整前
中間純利益に与える影響は軽微であります。
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注記事項
(中間連結貸借対照表関係)
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
 (平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１　手形割引高および受取手形割
　　　引高　　　　　　4,515千円
※２　のれん及び負ののれん表示
　　　のれん及び負ののれんは、相
　　　殺表示しております。相殺前
　　　の金額は次のとおりでありま
　　　す。
　　　　　　のれん　391,226千円　　
　　　　負ののれん　  2,718千円 　
　　　　　　差引　　388,507千円
　３　保証債務
　　　子会社の借入債務に対し、債
　　　務保証を行っております。
　　　株式会社マイトベーシック
　　　サービス　　　　12,550千円

※１　　　 　────

※２　のれん及び負ののれん表示
　　　のれん及び負ののれんは、相
　　　殺表示しております。相殺前
　　　の金額は次のとおりでありま
　　　す。
　　　　　　のれん　188,288千円　　
　　　　負ののれん　  2,114千円 　
　　　　　　差引　　186,173千円
　３　保証債務
　　　借入債務に対し、債務保証を
　　　行っております。
　　　株式会社マイトベーシック
　　　サービス　　　　9,022千円

※１　　　　　────

※２　のれん及び負ののれん表示
　　　のれん及び負ののれんは、相
　　　殺表示しております。相殺前
　　　の金額は次のとおりでありま
　　　す。
　　　　　　のれん　172,122千円　　
　　　　負ののれん　  2,416千円  　
　　　　　　差引　　169,706千円
　３　保証債務
　　　借入債務に対し、債務保証を
　　　行っております。
　　　株式会社マイトベーシック
　　　サービス　　　　10,786千円

　
(中間連結損益計算書関係)
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りです。

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りです。

※１　販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りです。

役員報酬 53,790千円

給与手当 52,455千円

地代家賃 14,907千円

賞与引当金 
繰入

5,125千円

のれんの当期償
却額

50,258千円

役員報酬 49,265千円

給与手当 33,862千円

のれんの当期償
却額

24,706千円

役員報酬 95,010千円

給与手当 99,882千円

ライセンス料 18,645千円

貸倒引当金繰入 7,239千円

賞与引当金 
繰入

9,871千円

のれんの当期償
却額

84,452千円

※２　一般管理費に含まれる研究開
発費は、2,895千円であります。

※２　　　 　―――― ※２　一般管理費に含まれる研究開

発費は、3,303千円であります。

※３　「過年度法人税等戻入額」

株式会社エムタックにおいて平成18

年12月期に係る法人税等の過大計上

を修正したことによるものです。

※３　　　 　――――

 

 

※３　　　　――――

 

※４ 　　　　―――― ※４  　 　　―――― ※４　固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。

工具・器具・備品 3,567千円

ソフトウェア 127,752千円

※５ 　　　 ―――― ※５ 　　　　―――― ※５　減損損失

場所 用途 種類
金額

(千円)

東京都

中央区

中国

関連事業
のれん 57,375

東京都

港区

ビジネスオ

ペレーショ

ンシステム

リース

資産
56,872

東京都

港区

パーテー

ション

有形

固定資産 900

東京都

港区

開発

ツール

ソフト

ウェア 16,345

東京都

港区

システム

利用権 長期

前払費用
37,703ライセンス

169,196
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当社グループは、投資先（関係会

社）ごと事業別に資産をグルーピン

グしております。グルーピングの単

位である各投資先のうち、クロス

エー株式会社に関しては、取得時に

検討した事業計画において、中国展

開について断念して事業計画を見直

したため、当初想定した収益が見込

めなくなった「のれん」について帳

簿価額を回収可能価額まで減損して

おります。

なお、回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・

フローを年率１４％で割り引いて算

定しております。子会社を含めた

ユーザマニュアル作成・管理の効率

化を狙いとして導入した、リース資

産については、エムタックが中心と

なって活用することを想定していま

した。エムタックを含めて7社が当社

の連結からはずれたため、このリー

ス資産に関しては、当面予定してい

た使途に使用しなくなったため、回

収可能額まで減損しております。当

社における受託開発事業について

は、営業活動から生じる利益及び

キャッシュフローが連続して赤字と

なる見込みのため、有形固定資産、ソ

フトウェア、長期前払費用を回収可

能額まで減損しております。

※６　　 　　――――

 

※６ 　　　　――――

 

※６　過年度法人税、住民税、

　　　及び事業税

株式会社データプレイスにおい

て、平成17年12月期に係る法人税

等の修正申告をしたことによる

ものです。

※７　　 　　―――― ※７　前期損益修正益の内訳 ※７　　 　　――――

前期損益修正益の内訳は次のとお

りです。

前受金の取消 1,238千円

※８　　 　　―――― ※８　前期損益修正損の内訳 ※８　　 　　――――

前期損益修正損の内訳は次のとお

りです。

買掛金の取消 295千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)
　 前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　 １　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式     (株) 46,956 6,000 ─ 52,956

（注）増加数の内訳は、次の通りであります。

 　　第三者割当増資による増加      　　　              　　6,000株　　　
　 ２　自己株式に関する事項

　　　 該当事項はありません。
　 ３　新株予約権等に関する事項

　　　 該当事項はありません。
　 ４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　　　 該当事項はありません。
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期
    間後となるもの
　　　 該当事項はありません。

　　
当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　 １　発行済株式に関する事項
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式     (株) 58,219 4,684 ─ 62,903

（注）増加数の内訳は、次の通りであります。

　　 第三者割当増資による増加      　　　         　　     3,334株　　　

     株式交換による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,350株
　 ２　自己株式に関する事項

　　　 該当事項はありません。
３　新株予約権等に関する事項
　　　 該当事項はありません。

　 ４　配当に関する事項
(1) 配当金支払額
　　　 該当事項はありません。
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期
    間後となるもの
　　　 該当事項はありません。

　　 前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
１　発行済株式に関する事項
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式     (株) 46,956 11,263 ─ 58,219
　 （変動事由の概要）
　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　 第三者割当増資による増加      　　　         　　     11,263株　　　
　 ２　自己株式に関する事項

　　　 該当事項はありません。
　 ３　新株予約権等に関する事項

　　　 該当事項はありません。
　 ４　配当に関する事項

　　　 該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

154,646千円

現金及び
現金同等物

154,646千円

現金及び
預金勘定

89,965千円

現金及び
現金同等物

89,965千円

現金及び
預金勘定

38,811千円

現金及び
現金同等物

38,811千円

※２　株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

　新会社の設立により新たに上

海クロス・エーを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに取得価額と取得

による支出（純額）との関係は

次のとおりであります。

　流動資産　　 　30,000千円

　少数株主持分　△3,000千円

  上海クロス・エー

　株式取得価額

　　　　　　 　  27,000千円

  上海クロス・エーの現金

  及び現金同等物

　　　　　　　 　30,000千円

  上海クロス・エー

  株式取得による収入

　　　　　 　　　 3,000千円

※２　株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳

　株式の取得により新たに株式

会社フォト・ウェーブを連結し

たことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに取得価額

と取得による支出（純額）との

関係は次のとおりであります。

　流動資産　　  105,059千円

　固定資産　　 　79,847千円

　のれん　　　　 41,173千円

　流動負債　　 △75,595千円

　固定負債　　△128,807千円

　株式交換による資本剰余金　

　の増加　　　△21,678千円

　株式会社フォト・ウェーブ

　株式取得価額

　　　　　　 　  　　－千円

  株式会社フォト・ウェーブ

  及び現金同等物

　　　　　　　 　10,252千円

  株式会社フォト・ウェーブ

  株式取得による収入

　　　　　 　 　 10,252千円

  株式交換により発行した

  株式は1,350株であります。

（注）記載金額はミッションス

テートメント株式会社を含んで

おります。

 

※２　　　 　――――
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※３　　　 　―――― ※３　　　 　―――― ※３　株式の売却により連結から除

外することとなった会社の資産

及び負債の主な内訳

　　株式会社マイトベーシック

流動資産 53,640千円

固定資産 20,707千円

資産合計 74,348千円

流動負債 46,107千円

固定負債 31,322千円

負債合計 77,429千円

　　株式会社エムタック

流動資産 171,672千円

固定資産 72,109千円

資産合計 243,781千円

流動負債 103,230千円

固定負債 ─

負債合計 103,230千円

　　株式会社販路開発、株式会社日本

ヘンプ及び上海クロスエー

流動資産 31,557千円

固定資産 11,511千円

資産合計 43,068千円

流動負債 27,019千円

固定負債 7,000千円

負債合計 34,019千円

　　株式の持分比率変更により連結か

ら除外することとなった会社の

資産及び負債の主な内訳

　　グリーンネットワーク株式会社

流動資産 29,006千円

固定資産 8,431千円

資産合計 37,438千円

流動負債 34,965千円

固定負債 ─

負債合計 34,965千円

　　貸付金現物出資（デットエクイ

ティスワップ）による関係会社

株式の取得

長期借入金の減
少額

99,997千円

資本の増加額 50,000千円

資本準備金の増
加額

49,997千円
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(リース取引関係)
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

車輌 12,4363,0839,353

工具
器具
及び
備品

2,9191,2861,633

ソフト
ウェア

252,55172,752179,799

合計 267,90777,121190,786

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

減損
損失
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

工具
器具
及び
備品

37,15716,623─ 20,534

ソフト
ウェア

253,815111,55349,00893,253

合計 290,973128,17749,008113,787

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

減損
損失
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

工具
器具
及び
備品

37,15710,963─ 26,194

ソフト
ウェア

272,29590,43456,872124,988

合計 309,453101,39756,872151,183

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 50,769千円

１年超 146,158千円

合計 196,928千円

１年内 51,907千円

１年超 67,558千円

合計 119,465千円

　　リース資産減損勘定残高

　　　　　　　　　　　49,893千円

１年内 54,695千円

１年超 96,488千円

合計 151,183千円

　　リース資産減損勘定残高

　　　　　　　　　　　56,872千円

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 31,596千円

減価償却費相当額 28,107千円

支払利息相当額 4,523千円

支払リース料 37,798千円

リース資産減損
勘定の取崩額

6,978千円

減価償却費相当額 34,531千円

支払利息相当額 3,479千円

支払リース料 75,516千円

減価償却費相当額 69,094千円

支払利息相当額 8,557千円

減損損失 56,872千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)
前中間連結会計期間末（平成19年６月30日）

         時価評価されていない有価証券
区分 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

　非上場株式 101,190

計 101,190
　

当中間連結会計期間末 （平成20年６月30日）
         時価評価されていない有価証券

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

　非上場株式 52,746

計 52,746
　

前連結会計年度末（平成19年12月31日）
         時価評価されていない有価証券

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

　非上場株式 21,429

計 21,429

　

(デリバティブ取引関係)

　 前中間会計期間末(平成19年６月30日)
　利用しているデリバティブ取引は金利スワップでありますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、
注記の対象から除いております。

　 当中間会計期間末(平成20年６月30日)
　利用しているデリバティブ取引は金利スワップでありますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、
注記の対象から除いております。

　 前連結会計年度末(平成19年12月31日)
　利用しているデリバティブ取引は金利スワップでありますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、
注記の対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)
  前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　 　　   前中間連結会計期間に付与したストックオプションがないため該当事項はありません。

  当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　 　　   当中間連結会計期間に付与したストックオプションがないため該当事項はありません。

  前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　 　　   前連結会計年度に付与したストックオプションがないため該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
　

企業情報
事業
（千円）

ＸＭＬ事業
（千円）

コンシュー
マー事業
（千円）

システム
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

175,485134,135109,606389,943809,170 ─ 809,170

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 1,82832,16333,991(33,991)─

計 175,485134,135111,434422,106843,161(33,991)809,170

営業費用 98,21547,27987,696279,473512,665335,487848,152

営業利益又は
営業損失（△）

77,26986,85623,737142,632330,496(369,479)△38,982

(注) １　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業……………企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ関連シ

ステム開発、等

(2) ＸＭＬ事業………………ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等

(3) コンシューマー事業……出退勤管理システム提供、学習特性診断サービス、販売活動のアウトソーシン

グ受託、顧客管理サービスの提供等

(4) システム事業……………ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、地方自治体向けパッケージソ

フトウェアの提供、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は335,487千円であり、その主なものは
管理部門にかかる費用であります。

　
当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　
企業情報
事業
(千円)

ＸＭＬ事業
(千円)

コンシュー
マー事業
(千円)

システム
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

95,693191,36692,835241,853621,748 ─ 621,748

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

26,083 ─ ─ 4,69430,777(30,777)─

計 121,776191,36692,835246,548652,526(30,777)621,748

営業費用 101,466123,36281,678279,908586,41568,543654,959

営業利益又は 
営業損失（△）

20,30968,00411,157△33,36066,111(99,321)△33,210

(注) １　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業……………企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ関連シ

ステム開発、等

(2) ＸＭＬ事業………………ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等

(3) コンシューマー事業……出退勤管理システム提供、顧客管理サービスの提供、販促支援サービスの提

供、等

(4) システム事業……………ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、Ｗｅｂサイト受託開発、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は66,347千円であり、その主なものは

管理部門にかかる費用であります。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　
企業情報
事業
(千円)

ＸＭＬ事業
(千円)

コンシュー
マー事業
(千円)

システム
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

146,367128,854133,718727,9611,136,901─ 1,136,901

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 1,82852,51154,339(54,339)─

計 146,367128,854135,546780,4721,191,241(54,339)1,136,901

営業費用 192,843113,179130,499623,9371,060,458529,9291,590,387

営業利益又は
営業損失（△）

△46,47515,6755,047156,535130,782(584,268)△453,486

(注) １　事業の区分は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要なサービス

(1) 企業情報事業……………企業情報提供、倒産確率分析、与信リスク分析、兆し情報提供、ＸＢＲＬ関連シ

ステム開発、等

(2) ＸＭＬ事業………………ＸＭＬ変換サービス、ＸＭＬ関連アプリケーション開発、等

(3) コンシューマー事業……出退勤管理システム提供、BDFプラント企画販売、等

(4) システム事業……………ソフトウェア受託開発、システム運用サポート、等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は529,929千円であり、その主なものは

管理部門にかかる費用であります。

　

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略してお
ります。

当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略してお
ります。

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略してお
ります。
　

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

海外売上高がないので該当事項はありません。

当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないので該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

海外売上高がないので該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
該当事項はありません。
　

当中間連結会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

（新設分割）
１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業
　　結合の法的形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率
(1）被取得企業の名称、住所、代表者氏名、資本金、事業の内容及び企業結合の法的形式
　(a)名称
　　　株式会社データプレイス
　(b)住所
　　　東京都港区浜松町二丁目１番17号
　(c)代表者氏名
　　　代表取締役社長　　藤田幹夫
　(d)資本金
　　　10,000千円
　(e)事業の内容
　　　ＸＭＬを活用した情報提供サービス事業、情報管理事業
　(f)企業結合の法的形式
　　　新設分割
(2）新設分割の目的
  　当社グループは、企業グループとしての事業領域と、規模の拡大を実現するために純粋
　　持株会社体制への移行を図ることといたしました。本会社分割によりＸＭＬ事業への特
　　化推進とグループとしての規模の拡大と、収益の増加による企業価値の向上を目的とし
　　て新設分割により平成20年４月１日付で、新設会社「株式会社データプレイス」を設立
　　いたしました。なお、これに伴い当社の商号を「株式会社ＤＰＧホールディングス」へ
　　変更しております。
２．実施する会計処理の概要
　　「企業結合に係る会計基準三　４　共通支配下取引等の会計処理　(1)　共通支配下の
　 取引」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針Ⅷ　21　単独
　 新設分割設立子会社を設立した場合の会計処理」に規定する個別財務諸表上及び連結財
　 務諸表上の会計処理を実施しております。
　
（パーチェス法適用）
１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業
　　結合の法的形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率
(1）被取得企業の名称
　　株式会社フォト・ウェーブ
(2）被取得企業の事業の内容
  　コンピューターネットワークシステム、データベースソフトウェアの設計・販売
(3）企業結合を行った主な理由
  　株式交換により、当社が株式会社フォト・ウェーブを完全子会社とすることで、
　　次のとおり両社の連携を強化し、更なる企業価値の増大を図る。
　①　サイト構築と決済サービスの拡張
　②　ＸＭＬ技術の適用による、新たなサービスの提供
(4）企業結合日
　  平成20年３月31日
(5）企業結合の法的形式
　  株式交換
(6）結合後企業の名称
　  名称の変更はないため、(1）と同一
(7）取得した議決権比率
　  100.0％
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２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
　   平成20年４月１日から平成20年６月30日まで
３．被取得企業の取得原価及びその内訳
　  取得の対価
　　当社の株式（千円）　　　　　　21,678　　　　　　　　　
　　取得に直接要した費用等（千円）   100
　　取得原価（千円）　　　　　  　21,578
４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 
(1）株式の種類別の交換比率 
　  フォトウェーブの普通株式１株に対して、ＤＰＧホールディングス（データプレ
　　イスより社名変更）の普通株式５株を割当。
(2）交換比率の算定方法 
　  第三者機関の算定結果を参考に両社協議の上、算定している。
(3）交付株式数及びその評価額
　　普通株式  　　 　1,350株
　　評価額　　　　　21,578円
５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）発生したのれんの金額
　　41,173千円
(2）発生原因
　　株式交換を通じた被取得企業に係る連結上の当社持分増加額と取得原価との差額に
　　より発生したものであります。
(3）償却方法及び償却期間
　　５年間の均等償却
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
(1）資産の額及びその主な内訳
　　流動資産（千円）　　 105,059
　　固定資産（千円）　　　79,847
　　　資産計（千円）　　 184,907
(2）負債の額及びその主な内訳
　　流動負債（千円）　　　75,595
　　固定負債（千円）　　 128,807
　　　負債計（千円）　　 204,402
７．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額およびその科目名
　　該当事項はありません。
８．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間
　　の中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額
　　売上高（千円）　　　　　　　　 667,133
　　営業損失（千円）　　　　　　　　79,328
　　経常損失（千円）　　　　　　　　90,310
　　税金等調整前中間純損失（千円）　86,860
　　中間純損失（千円）　　　　　　  97,838
　　１株当たりの中間純損失　　　　　 1,582円08銭
(注）概算額の算定方法および重要な前提条件
　１　企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了し、当中間連結会計期間開始の日
　　　から株式会社フォト・ウェーブ及びミッションステートメント株式会社を完全子
　　　会社化したと仮定した売上高および損益情報を算定しております。
　２　のれんについては当中間連結会計期間開始の日から５年間で均等償却したと仮定
　　　しております。
　３　１株当たりの中間純損失は、期中平均株式数61,842株で除して算出しております。
なお、当該注記情報については監査証明を受けておりません。
　
前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 27,702円90銭１株当たり純資産額 7,447円56銭１株当たり純資産額 7,605円32銭

１株当たり
中間純損失金額

964円83銭
１株当たり
中間純損失金額

1,107円76銭
１株当たり
当期純損失金額

22,180円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であるため記載してお

りません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であるため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であるため記載してお

りません。

　 (注)　１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　　 前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間連結損益計算書上の中間
（当期）純損失 (千円)

49,078 68,506 1,161,867

普通株式に係る中間(当期)純損
失 (千円)

49,078 68,506 1,161,867

普通株主に帰属しない金額
(千円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数 (株) 50,867 61,842 52,381

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

平成16年３月30日付定
時株主総会決議の旧商
法第280条ノ21の規定
に基づく新株予約権
（2,126個）平成17年
８月26日付臨時株主総
会、平成18年３月28日
付定時株主総会決議の
旧商法第280条ノ21の
規定に基づく新株予約
権（それぞれ400個、
500個）

旧商法第210条ノ２に
基づくストックオプ
ション（自己株式譲渡
方式）のための普通株
式4,252株。

旧商法第210条ノ２に
基づくストックオプ
ション（自己株式譲渡
方式）のための普通株
式4,252株。
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(重要な後発事象)
　 前中間連結会計期間

(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

１　子会社の破産手続き開始
　当社の連結子会社である株式会社
セールス・サポート・サービシーズ
（主力事業としてカー用品適合情報
データベースを運営）は、東京地方
裁判所に破産手続き開始の申立てを
行うことを前提に、平成19年9月19日
より法的整理の準備を開始しまし
た。
　なお、同社に対する出資金額は
28,800千円（持分比率51％）、貸付
金額は23,200千円であります。
　負債総額及び損失見込額は未定で
あります。本件が営業活動に及ぼす
重要な影響はありません。
 

１．株式交換契約の締結
平成20年７月24日開催の取締役会にお
いて、株式会社インターネットペイメ
ントサービス（本社：東京都品川区西
五反田二丁目30番４号、代表取締役社
長：朝田篤、以下「インターネットペ
イメントサービス」）を株式交換によ
り完全子会社化とすることを決議し、
株式交換契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的
 
  ＤＰＧホールディングスは、平成20
年４月１日付会社分割により純粋持株
会社へ移行し、収益確保を最優先課題
としたグループ戦略を進めています。
インターネットペイメントサービスで
は、インターネットおよびモバイルの
ＥＣサイトにおけるクレジット決済シ
ステムの提供を行っております。電子
商取引の拡大により、インターネット
ペイメントサービスが提供する決済
サービスは順調に増加しています。Ｄ
ＰＧホールディングスはインターネッ
トペイメントサービスを子会社化する
ことで収益基盤を確立すると共に、既
存事業との連携により新たなサービス
を提供することが可能になると考えて
います。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年７月24日 株式交換契約書
承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両
社）
・平成20年８月４日 株式交換契約書
承認株主総会（インターネットペイメ
ントサービス）
・平成20年８月15日 株式交換期日 
（注）ＤＰＧホールディングスについ
ては、会社法第796条第3項の規定に基
づき、株主総会の承認を必要としない
「簡易株式交換」の手続きにより行い
ます。 
2）株式交換比率
・インターネットペイメントサービス
の普通株式１株に対して、DPGホール
ディングス（データプレイスより社名
変更）の普通株式10株を割当。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いませ
ん。
③株式会社インターネットペイメント
サービスの概要

商　号

株式会社インター
ネットペイメント
サービス(完全子会
社)

事業内容
ECサイトにおけるク
レジットカード決済
システムの提供

設立年月日 平成13年11月６日

本店所在地
東京都品川区西五反
田二丁目30番４号

１．第三者割当による新株式の発行
　平成20年１月17日開催の当社取締
役会において、第三者割当による新
株式発行を決議し、平成20年２月１
日払込が完了いたしました。その概
要は次のとおりであります。
新株式の発行要領
①発行新株式数　普通株式3,334株
②発行価額　　１株につき18,000円
③発行価額の総額　　60,012,000円
④資本組入額　 １株につき9,000円　
⑤資本組入額の総額　30,006,000円
⑥申込期間　　　平成20年１月30日
⑦払込期日　　　平成20年２月１日
⑧配当起算日　　平成20年１月１日
⑨新株券交付日　　　　株券不発行
⑩割当方法　 第三者割当の方法によ
り発行新株の全株を割当てます。
⑪割当先及び株式数　　
　　　　　　　 朝田　篤　2,778株
　　　　 　　　萩谷　史郎　556株
⑫新株式の継続所有の取決めに関す
る事項
　割当先に対して、割当新株式効力発
生日(平成20年２月１日)から２年以
内に譲渡する場合は、当該内容を当
社に報告する旨の確約を得ていま
す。
 
２．営業の譲受 
　平成19年12月28日開催の取締役会
において、平成20年１月４日をもっ
て（株）メディカルネットバンクの
医療情報処理サービスを譲受ること
を決議いたしました。 
①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用し
た医療情報の交換流通の促進のた
め。 
②事業内容　　医療情報システムにか
かる事業全般譲受に伴う金銭の授受
はありません。
また、債権債務の引継ぎもありませ
ん。
③事業譲受日　平成20年１月４日
 
３．会社分割による純粋持株会社移
行及び商号変更
平成20年2月26日開催の当社取締役
会において、平成20年3月28日開催予
定の定時株主総会において承認され
ることを条件として、平成20年４月1
日を期日として、下記の通り会社分
割を行い、純粋持株会社へ移行する
ことを決議いたしました。
 ①会社分割の目的 
　XMLをキーワードとした、企業グ
ループとしての事業領域と、規模の
拡大を実現するために、純粋持株会
社への移行を図ることといたしまし
た。
　本会社分割により、XML事業への特
化推進と、グループとしての規模の
拡大と、収益の増加による企業価値
向上という経営課題を並行して追求
します。
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　 前中間連結会計期間

(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

代表者
代表取締役社長　朝
田　篤

資本金 53,600千円

発行済株式
総数

413株

株主資本 65,152千円

総資産 729,224千円

決算期 ３月31日

従業員数 16名

主要取引先
eNETS Pte.Ltd.
テレコムクレジット
株式会社

大株主及び
議決権比率
(平成20年6
月30日現在)

朝田　篤
100.0％

最近３年間の業績(千円)

決算期
18年３月
期

19年３月
期

20年３月
期

売上高 259,508340,337735,594

営業利益 11,7743,55516,146

経常利益 7,6105,2856,288

当期純利益 3,9573,4761,170

総資産 198,094416,368726,767

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社インターネットペイメ
ントサービスの概要」に記載の内容か
ら変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりＤＰＧホールディング
スの資本金は増加いたしません。
⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有
株式数
(株)

所有割
合(％)

１
有限会社グロー
バルキャピタル

11,50617.1

２ 朝田　篤 7,80811.6

３ 藤田  幹夫 7,33810.9

４
株式会社アド
バックス

5,0007.4

５

インベスター・
グロース・キャ
ピタル・ホール
ディングビー
ヴィー

4,6216.8

６
松井証券株式会
社（一般信用
口）

2,2423.3

７
三菱商事株式会
社

2,0002.9

②会社分割の要旨
1) 分割の日程 
　分割計画書承認取締役会　平成20年
2月26日 
　分割計画書承認株主総会　平成20年
3月28日（予定） 
　会社分割日・分割登記日　平成20年
4月１日（予定） 
2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当
社の事業を継承する分社型新設分割
（物的分割）を予定し、持株体制へ
の迅速かつ効率的な移行のため、分
社型新設分割方式を採用いたしまし
た。
3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行す
る株式は全て分割会社である当社に
割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、
株式の消去方法、分割交付金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱い
について 
 当社の新株予約権の新株予約権者
に対して、当該新株予約権に代わる
ものとして、新設会社（承継会社）
の新株予約権は交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会
社（承継会社）に承継させる資産と
負債の差額を子会社株式に計上いた
します。新設会社（承継会社）にお
いては承継した資産と負債の差額を
純資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社
（分割会社）の100％子会社であり
共通支配下の取引となるため、のれ
んは発生しません。また、承継される
資産および負債は、新設会社（承継
会社）においても、当社（分割会
社）における当該資産および負債の
適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する
権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照
表を基礎とし、これに分割期日に至
るまでの増減を加味した分割事業部
門に属する資産、負債及びこれらに
付随する権利義務ならびに契約上の
地位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、
当該分割後の当社及び承継会社の資
産、負債の額及び収益状況について
検討した結果、当該分割後の当社及
び承継会社の負担すべき債務の履行
の確実性には問題がないものと判断
しております。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

順位 株主名
所有株
式数
(株)

所有割
合(％)

７
グレートビガー
ホールディング
スリミテッド

2,0002.9

７
ライゼンムーン
リミテッド

2,0002.9

(注)1. 大株主につきましては、平　
成19年12月31日（期末日）現在の株主
名簿を基準に作成しております。
(注)2. 募集後の持株比率は、平成19年
12月31日（期末日）現在の株主名簿
に、平成20年２月１日付の第三者割当
増資、平成20年３月31日および今回の
株式交換に伴う第三者割当による新株
式発行による増加分を反映したもので
す。
 
２．持分法適用関連会社の全株式の
売却
平成20年８月15日開催の当社及び株式
会社データプレイス取締役会におい
て、持分法適用関連会社でありますグ
リーンネットワーク株式会社（本社：
岐阜県大垣市今宿６－52－１、代表取
締役：山下正幸、以下「グリーンネッ
トワーク」）の株式会社データプレイ
スが保有する全株式180株を譲渡する
ことを決議し同日付で、山下正幸氏と
株式売買契約を締結し、平成20年９月
12日に譲渡いたしました。株式売買契
約の概要は次のとおりであります。
①株式売買の目的 
  ＤＰＧホールディングスは、平成20
年４月１日付会社分割により純粋持株
会社へ移行し、収益確保を最優先課題
としたグループ戦略を進めています。
このグループ戦略の再編に伴う株式の
売却であります。
②売買契約の概要
1）種類  普通株式
2）銘柄　
　　グリーンネットワーク株式会社
3）数量　180株
4）受渡日　平成20年９月12日
5）売買価格　１株につき23,174円
　　　　　　 合計　 4,171,320円
③グリーンネットワーク株式会社の概
要

商　号
グリーンネットワー
ク株式会社

事業内容

クルマを媒介とした
田舎と都市部との交
流を目的とした情報
提供・物品販売サー
ビス

設立年月日 平成18年８月２日

なお、本件分割により新設会社に移
転し新設会社が負担する債務につい
ては、分割計画書に基づき当社が重
畳的債務引受を行うこととします。 
9)新設会社に新たに就任する役員
（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉
夫 
監査役　 柏原正紀
 
③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データ
プ レ イ ス
（(株)DPGホー
ルディングスに
商号変更予定）

株式会社データ
プレイス

主 な 事
業内容

XMLを活用した

情報提供、EC流

通支援、決済支

援サービス事業

XMLを活用した
情報提供サービ
ス事業、情報管
理事業

設立年
月日

平成10年６月
平成20年４月

予定

本店所
在地

東京都品川区
西五反田2－30
－4
 

東京都港区
浜松町2－1－17
 

代表者

代表取締役
社長
　藤田 幹夫
 

代表取締役
社長
　藤田 幹夫
 

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済
株式数

61,553 株2,000 株

純資産 457 百万円 410 百万円

総資産 1,056 百万円989 百万円

決算期 毎年12月31日毎年12月31日

従業員
数

10名（予定） 23名（予定）

主要取
引先

金融機関など
東京商工リ
サーチ

大株主
及び株
主比率

(有)グローバ
ルキャピタル

18.6%
藤田幹夫
11.9% 

(株)アドバッ
クス
8.1% 

インベスター
・グロース・
キャピタル・
ホールディン
グス・ビー・
ヴィ－7.5% 
松井証券(株)
（一般信用）

6.6% 
朝田篤 4.5% 
三菱商事株式

会社
3.2% 

(株)DPGホール
ディングス
 100％
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前中間連結会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

本店所在地
岐阜県大垣市今宿6
－52－1

代表者
代表取締役
山下正幸

資本金 25,000千円

発行済株式
総数

500株

大株主及び
議決権比率
(平成20年6
月30日現在)

（ 株 ） フ ロ ン
テ ィ ア ・ セ ン
ター
64.0%
（株）DPGホール
ディングス
36.0％

項 目 分割会社 新設会社

主要取
引銀行 未定

商工組合中
央金庫、三
菱東京UFJ
銀行、横浜
銀行

当事会社
の関係

・資本関係：新設会社は
分割会社の100％出資会社
です。 
・人的関係：分割会社の
取締役および監査役が兼
務することを予定してお
ります。新設会社の従業員
はすべて分割会社からの
転籍となります。 
・取引関係：各子会社か
ら分割会社への配当、経営
指導料等の収入を予定し
ております。
 

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画
書に別段の定めのあるものを除く。
2)分割する事業の平成19年12月期にお
ける経営成績（単体ベース）　　　　　　
(単位：百万円)

分割事業(A)
平成19年12月

期実績(B)

比率

(A/B)

売上高 462 462100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および
金額(平成19年12月31日現在)
(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 
株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　
グループの株式を保有することによ
る当該企業の事業活動の管理 
3)本店所在地 
東京都品川区西五反田二丁目30番４
号 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日
 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会において、
株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京都
品川区西五反田二丁目30番４号、代表取締役
社長：朝田篤、以下「フォト・ウェーブ」）
を株式交換により完全子会社化とすること
を決議し、株式交換契約を締結いたしまし
た。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

①株式交換による完全子会社化の目的 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心とした事
業に集中すると共に、収益確保のグループ戦
略を進めています。フォト・ウェーブでは、
デジタルコンテンツの企画・制作を行って
おります。電子商取引の拡大により、フォト
・ウェーブが提供するサイト構築と決済
サービスは順調に増加しています。データプ
レイスはフォト・ウェーブを子会社化する
ことで収益基盤を確立すると共に、ＸＭＬ技
術の適用により新たなサービスを提供する
ことが可能になると考えています。

②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約書
承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両
社）
・平成20年３月13日（予定） 株式交
換契約書承認株主総会（フォト・
ウェーブ）
・平成20年３月21日（予定） 株式交
換期日 
（注）データプレイスについては、会
社法第796条第3項の規定に基づき、株
主総会の承認を必要としない「簡易株
式交換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・
ウェーブを５とします。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いませ
ん。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号
株式会社フォト・ウェーブ
(完全子会社)

事業内容
コンピューターネットワー
クシステム、データベース
ソフトウェアの設計・販売

設立年月
日

平成10年４月21日

本店所在
地

東京都品川区西五反田二丁
目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株
式総数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引
先

(株)エムグロース、(株)エ
アネット、(株)トライバル
メディアハウス、(株)松竹

大株主及
び議決権
比率(平成
19年12月
31日現在)

朝田　篤　　　　　　　　　　　
51.9％
有限会社SBUコンサルティ
ング　 33.3％
有限会社ティーケーパート
ナーズ14.8％
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前中間連結会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

最近３年間の業績(千円)

決算期
17年３月
期

18年３月
期

19年３月
期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,1061,3786,206

経常利益 1,9492,5405,982

当期純利
益

1,2141,6153,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概
要」に記載の内容から変更はありませ
ん。
2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本
金は増加いたしません。
⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式
数
(株)

所有割合
(％)

１
有限会社グローバ
ルキャピタル

11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,33811.6

３
株式会社アドバッ
クス

5,000 7.9

４

インベスター・グ
ロース・キャピタ
ル・ホールディン
グ・ビー・ヴィー

4,621 7.3

５ 朝田　篤 3,478 5.5

６
松井証券株式会社
(一般信用口)

2,242 3.5

７ 三菱商事株式会社 2,000 3.1

７
グレートビガー
ホールディングス
リミテッド

2,000 3.1

７
ライゼンムーンリ
ミテッド

2,000 3.1

(注)1. 大株主につきましては、平　
成19年12月31日（期末日）現在の株
主名簿を基準に作成しております。
(注)2. 募集後の持株比率は、平成19
年12月31日（期末日）現在の株主名
簿に、平成20年２月１日付の第三者
割当増資および、今回の第三者割　　　
　当による新株式発行による増加分
を反映したものです。
 
 

　
　 (2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 23,466 1,070 18,819

２　受取手形及び売掛金 252,970 ─ 165,025

３　たな卸資産 200,289 ─ 59,128

４　前払金 71,594 209 30,702

５　その他 ※２ 112,072 830 44,422

流動資産合計 660,39329.3 2,1100.4 318,09830.1

Ⅱ　固定資産

１ 有形固定資産 ※１ 27,3201.2 55 0.0 21,6022.0

２ 無形固定資産

(1)　ソフトウェア 359,188 3,581 240,750

(2)　ソフトウェア
　　 仮勘定

132,864 ─ 89,500

(3)　その他 640 320 640

無形固定資産合計 492,69321.9 3,9010.8 330,89031.3

３ 投資その他の資産

　(1)　投資有価証券 109,300 ─ 24,471

　(2)　関係会社株式 659,968 507,341 196,350

　(3)　長期前払費用 266,225 ─ 100,536

　(4)　その他 38,541 1,000 193,441

      貸倒引当金 ─ ─ △128,395

投資その他の資産合計 1,074,03547.6 508,34198.8 386,40436.6

固定資産合計 1,594,04970.1 512,29899.6 738,89669.9

資産合計 2,254,442100.0 514,408100.0 1,056,997100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 9,933 ─ 54,936

２　短期借入金 150,000 ─ 108,320

３　１年以内償還予定の
　　社債

64,000 ─ 72,000

４　１年以内返済予定の
　　長期借入金

186,449 ─ 185,116

５　未払法人税等 2,677 2,843 3,236

６　その他 17,892 4,871 10,777

　　流動負債合計 430,95419.1 7,7141.5 434,38541.1

Ⅱ　固定負債

１　社債 40,000 ─ ─

２　長期借入金 174,643 ─ 108,398

３　リース資産減損勘定 ─ ─ 56,872

　　固定負債合計 214,6439.5 ─ ─ 165,27015.6

　　負債合計 645,59728.6 7,7141.5 599,65656.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 718,48031.9 798,486155.2 768,48072.7

２　資本剰余金

資本準備金 1,116,216 1,217,897 1,166,213

　　資本剰余金合計 1,116,21649.5 1,217,897236.8 1,166,213110.3

３　利益剰余金

　　　繰越利益剰余金 △225,850 △1,509,689 △1,477,352

　　利益剰余金合計 △225,850△10.0 △1,509,689△293.5 △1,477,352△139.7

　　株主資本合計 1,608,84571.4 506,69498.5 457,34143.3

　　純資産合計 1,608,84571.4 506,69498.5 457,34143.3

　　負債純資産合計 2,254,442100.0 514,408100.0 1,056,997100.0
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② 【中間損益計算書】

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 425,163100.0 182,627100.0 462,839100.0

Ⅱ　売上原価 232,38654.7 117,53464.4 485,553104.9

売上総利益又は売上
総損失（△）

192,77645.3 65,09335.6 △22,713△4.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 133,04831.3 95,67352.4 258,69155.9

営業利益又は営業損
失（△）

59,72814.0 △30,579△16.7 △281,405△60.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 6,640 1.6 5,644 3.1 20,825 4.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 17,666 4.2 3,815 2.1 25,900 5.6

経常利益又は経常損
失（△）

48,70211.5 △28,750△15.7 △286,479△61.9

Ⅵ　特別損失 ※３ ─ ─ 2,912△1.6 916,188△197.9

税引前中間純利益又は税
引前中間(当期)純損失
(△)

48,70211.5 △31,663△17.3 △1,202,668△259.8

法人税住民税及び

事業税
857 1 988

法人税等調整額 ─ 857 0.2 ─ 1 0.4 ─ 988 0.2

中間純利益、又は中間(当
期)純損失(△)

47,84511.3 △32,337△17.7 △1,203,656△260.0
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年1月1日　至　平成19年6月30日)
　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216966,216△273,695△273,6951,261,0001,261,000

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 150,000150,000150,000 ─ ─ 300,000300,000

　中間純利益 ─ ─ ─ 47,845 47,845 47,845 47,845

中間会計期間中の変動額合計(千円) 150,000150,000150,000 47,845 47,845347,845347,845

平成19年6月30日残高(千円) 718,4801,116,2161,116,216△225,850△225,8501,608,8451,608,845

　

当中間会計期間 (自　平成20年1月1日　至　平成20年6月30日)
　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,2131,166,213△1,477,352△1,477,352457,341457,341

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 30,006 51,68451,684 ─ ─ 81,690 81,690

　中間純損失 ─ ─ ─ △32,337△32,337△32,337△32,337

中間会計期間中の変動額合計(千円) 30,006 51,86451,864△32,337△32,337 49,533 49,533

平成20年6月30日残高(千円) 798,4861,217,8971,217,897△1,509,689△1,509,689506,694506,694

　

　

前事業年度(自　平成19年1月1日　至　平成19年12月31日)
　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年12月31日残高(千円) 568,480966,216966,216△273,695△273,6951,261,0001,261,000

事業年度中の変動額

　新株の発行 200,000199,997199,997 ─ ─ 399,997399,997

　当期純損失 ─ ─ ─ △1,203,656△1,203,656△1,203,656△1,203,656

事業年度中の変動額合計(千円) 200,000199,997199,997△1,203,656△1,203,656△803,659△803,659

平成19年12月31日残高(千円) 768,4801,166,2131,166,213△1,477,352△1,477,352457,341457,341
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　　　──── 　当社は、前事業年度に281百万円、当中間会
計期間に30百万円の大幅な営業損失を計上
しております。当概状況により、継続企業の
前提に関する重要な疑義が存在しておりま
す。当社は、このような状況を解消すべく、当
事業年度において事業の再構築と組織再編
を迅速に実行し、収益力を最優先した経営基
盤の強化を図ります。財務面では、第三者割
当増資による財務基盤の安定化を図りまし
た。今後の経営方針として、収益力の強化に
より企業価値の向上を図ります。具体的に
は、ＸＭＬ事業への集中と、収益性を重視し
た企業グループ再編であります。これら施策
の結果、継続企業の前提に関する重要な疑義
を解消できるものと判断しております。
　当中間会計期間に実施した事業の再構築と
組織再編は、以下のとおりであります。
　平成20年１月４日付で株式会社メディカル
ネットバンクからの事業譲受けにより、デー
タプレイスにメディカル事業部を新設しま
した。
　平成20年２月26日開催の取締役会におい
て、株式会社フォト・ウェーブ（本社：東京
都品川区西五反田二丁目30番４号、代表取締
役社長：朝田篤、以下「フォト・ウェー
ブ」）を株式交換により完全子会社化する
ことを決議し、株式交換契約を締結いたしま
した。
　平成20年４月１日付で、株式会社データプ
レイスは会社分割し、株式会社DPGホール
ディングスに商号変更し、純粋持株会社体制
へ移行しました。これと同時に、事業会社と
して株式会社データプレイスを新設分割し
ました。
　平成20年７月24日開催の取締役会におい
て、株式会社インターネットペイメントサー
ビス（本社：東京都品川区西五反田二丁目
30番４号、代表取締役社長：朝田篤、以下
「インターネットペイメントサービス」）
を株式交換により完全子会社化することを
決議し、株式交換契約を締結いたしました。
この詳細は「第５　経理の状況　２　中間財務
諸表等　（重要な後発事象）」に記載のとお
りであります。
　なお、中間財務諸表は継続企業を前提とし
て作成されており、このような重大な疑義の
影響を反映いたしておりません。

　当社は、前事業年度に7百万円、当事業年度
に281百万円の大幅な営業損失を計上し２期
連続でマイナスになっております。当該状況
により、継続企業の前提に関する重要な疑義
が存在しております。また、916百万円の特別
損失を計上した結果、当期純損失が1,203百
万円となっております。当該状況により継続
企業の前提に関する重要な疑義が存在して
おります。当社は、このような状況を解消す
べく、当事業年度において子会社の整理を迅
速に実行し、不採算事業から撤退すると共
に、経費削減による経営基盤の強化を図りま
した。財務面では（重要な後発事象）に記載
のとおり、第三者割当増資による財務基盤の
安定化を図りました。今後の経営方針とし
て、収益力の強化により企業価値の向上を図
ります。具体的には、ＸＭＬ事業への集中と、
収益性を重視した企業グループ再編であり
ます。これら施策の結果、継続企業の前提に
関する重要な疑義を解消できるものと判断
しております。なお、財務諸表は継続企業を
前提として作成されており、このような重大
な疑義の影響を反映いたしておりません。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　有価証券の評価基

準及び評価方法

子会社株式

 

移動平均法による原価法

を採用しております。

子会社株式及び関連

会社株式

同左

子会社株式

 

同左

その他有価証券
 時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

その他有価証券
 時価のないもの

────

その他有価証券
 時価のないもの

移動平均法による原価法

を採用しております。

２　たな卸資産の評価

基準及び評価方法

(1) 商品

個別法による原価法

(1)　　────

 

(1) 商品

個別法による原価法

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(2)　　────

 

(2) 仕掛品

個別法による原価法

３　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産
については、3年間の均等償
却によっております。

なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物

 
10～15年

工具、器具
及び備品

３～10年

(1) 有形固定資産

定率法

取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産
については、3年間の均等償
却によっております。

なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

工具、器具

及び備品
３年

(1) 有形固定資産

定率法

取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産
については、3年間の均等償
却によっております。

なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物

 
10～15年

工具、器具
及び備品

３～10年

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェ

ア

社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額
法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

市場販売目的のソフト

ウェア

見込販売数量に基づ

く償却額と、３年を限

度とする残存有効期間

に基づく均等配分額と

を比較し、いずれか大

きい額を償却する方法

によっております。

──── 市場販売目的のソフト

ウェア

見込販売数量に基づ

く償却額と、３年を限

度とする残存有効期間

に基づく均等配分額と

を比較し、いずれか大

きい額を償却する方法

によっております。

(3) 長期前払費用

均等償却によっており

ます。

(3) 　　────

 

(3) 長期前払費用

均等償却によっており

ます。

４　繰延資産の処理方

法

株式交付費

　支出時に全額費用として

処理しております。

 株式交付費

　　　同左

株式交付費

　　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

５　引当金の計上基準 (1)　貸倒引当金 (1) 　　──── (1)　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しており
ます。尚、当社には貸倒実
績はなく、又貸倒懸念債権
もないことから、当事業年
度におきまして貸倒引当
金は計上しておりません。

　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しており
ます。尚、当社には貸倒実
績はなく、又貸倒懸念債権
もないことから、当事業年
度におきまして貸倒引当
金は計上しておりません。

(2)　　　──── (2)　製品保証引当金

　医療機関向け情報シス

テムの補修に備えるため

補修費の見込み額のうち

当中間会計期間に見合う

分を計上しております。

(2)　　　────

６　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

──── リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

７　重要なヘッジ会計

の方法

(1) ヘッジ会計の方法
金利スワップの特例処理

の要件を満たしております
ので、特例処理を採用して
おります。

(1)　　────

 

(1) ヘッジ会計の方法
金利スワップの特例処理

の要件を満たしております
ので、特例処理を採用して
おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ
  対象
（ヘッジ手段）
    金利スワップ
（ヘッジ対象）
    借入金の利息

(2)　　────

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ
　対象
（ヘッジ手段）
    金利スワップ
（ヘッジ対象）
    借入金の利息

(3) ヘッジ方針
借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス
ワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとに行っております。

(3)　　────

 

(3) ヘッジ方針
 借入金の金利変動リスク
を回避する目的で金利ス
ワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとに行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の

  方法
金利スワップの特例処理

の要件を満たしており、決
算日における有効性の評価
を省略しております。

(4)　　────

 

(4) ヘッジ有効性評価の
　方法
  金利スワップの特例処理
の要件を満たしており、決
算日における有効性の評価
を省略しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

８　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

 

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっており
ます。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 出資金の会計処理

任意組合への出資金に
ついては、貸借対照表及
び損益計算書双方につい
て持分相当額を純額で取
り込む方法によって計上
しております。

(2) 出資金の会計処理

同左

(2) 出資金の会計処理

　同左

　

会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（繰延資産に係る会計基準）

　当中間会計期間から「繰延資産の
会計処理に関する当面の取扱い」
(企業会計基準委員会 平成18年８月
11日 実務対応報告第19号)を適用し
ております。
　前事業年度において営業外費用の
内訳として表示していた「新株発行
費」は、当事業年度から「株式交付
費」として表示する方法に変更して
おります。また、前事業年度において
営業活動によるキャッシュ・フロー
の内訳として表示していた「新株発
行費」は、当事業年度より「株式交
付費」として表示する方法に変更し
ております。

 

 ────

 

　　　　

────

 

　　　　　　──── ──── （有形固定資産の減価償却の方法）
　法人税法の改正（（所得税法等の
一部を改正する法律平成19年３月30
日　法律第６号）及び（法人税施行
令の一部を改正する政令　平成19年
３月30日　政令第83号））に伴い、平
成19年４月１日以降に取得の有形固
定資産については、改正後の法人税
法に基づく方法に変更しておりま
す。
　これによる損益に与える影響は軽
微ではあります。

　
表示方法の変更

　 前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

（中間貸借対照表）
　前中間会計期間まで 投資その他の資産に含めて表示して
おりました「投資有価証券」については科目の重要性を考
慮して、当中間会計期間より区分掲記しております。なお、
前中間会計期間の「投資有価証券」は10,000千円でありま
す。
　前中間会計期間まで「投資その他の資産」に含めて表示
しておりました「長期前払費用」については、当中間会計
期間において総資産の100分の5を超えることとなったた
め、当中間会計期間より区分掲記しております。なお、前中
間会計期間の「長期前払費用」は157,606千円であります。

────
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追加情報

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

──── （固定資産の減価償却方法）

　平成19年度税制改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得
した有形固定資産については、改正後の法人税法に規定す
る方法により、減価償却費を計上しております。この変更に
より、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益に与える影
響は軽微であります。
　また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産につ
いては、償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年度よ
り、残存簿価を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含
めて計上しております。
　この変更により、営業利益、経常利益及び税引前中間純利
益に与える影響は軽微であります。

──── （純粋持株会社への移行）

　平成20年４月１日に株式会社ＤＰＧホールディングスに
商号変更し、会社分割によりＸＭＬを活用した情報提供、Ｅ
Ｃ流通支援、決済支援サービス事業を新設の株式会社デー
タプレイスに承継し、純粋持株会社体制に移行いたしまし
た。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
 (平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

10,645千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

278千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

15,112千円

※２　消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動資産のその
他に計上しております。

※２　消費税等の取扱い
　　　　　同左

　２　　　　 ────
 

３　子会社の借入債務に対し、債務
保証を行っております。

株式会社マイト
ベーシック
サービス

12,550千円

３　　　　 ──── ３　借入債務に対し、債務保証を
行っております。

株式会社マイト
ベーシック
サービス

10,786千円

(中間損益計算書関係)
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 935千円

受取配当金 1,500千円

業務受託益 4,129千円

受取利息 277千円

業務受託益 5,308千円

業務受託益 7,431千円

受取配当金 1,581千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 5,536千円

事業投資損失 9,671千円

支払利息 3,531千円 支払利息 11,215千円

事業投資損失 9,671千円

※３　　　　 ──── ※３　特別損失のうち主要なもの ※３　　　　 ────

製品保証引当金繰
入

2,912千円

４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額

有形固定資産 3,232千円

無形固定資産 37,564千円

投資その他の資産 25,314千円

有形固定資産 2,068千円

無形固定資産 16,157千円

投資その他の資産 7,864千円

有形固定資産 9,101千円

無形固定資産 85,766千円

投資その他の資産 51,321千円

　
(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　 　　自己株式に関する事項

　 　該当事項はありません。
　

当中間会計期間 (自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　　自己株式に関する事項
　　　　該当事項はありません。

　
前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　　自己株式に関する事項
　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)
　

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

　　　　    ────

 

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

車両
運搬具

8,3478347,513

ソフト
 
ウェア

233,22055,184178,036

合計 241,56756,018185,549

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

減損
損失
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

車 両
運 搬
具

33,96210,377－ 23,585

ソ フ
ト
ウ ェ
ア

272,29590,49756,872124,925

合計 306,258100,87556,872148,510

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 46,867千円

１年超 143,735千円

合計 190,602千円

１年内 54,094千円

１年超 94,415千円

合計 148,510千円

　  リース資産減損勘定

　　　　　　　　　　56,872千円

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 27,021千円

減価償却費相当額 24,156千円

支払利息相当額 4,342千円

支払リース料 70,575千円

減価償却費相当額 64,844千円

支払利息相当額 8,187千円

減損損失 56,872千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

　

(有価証券関係)

前中間会計期間末（平成19年６月30日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
　

当中間会計期間末 （平成20年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
　

前事業年度末（平成19年12月31日）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
該当事項はありません。
　

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)
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（1）中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。
　

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)
該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 30,380円80銭１株当たり純資産額 8,055円17銭１株当たり純資産額 7,855円53銭

１株当たり
中間純利益金額

940円59銭
１株当たり
中間純損失金額

522円90銭
１株当たり
当期純損失金額

22,978円88銭

潜在株式調整後1株
当り中間純利益金額

904円87銭
なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であるため記載してお

りません。

 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であるため記載してお

りません。

　

(注)　１株当たり中間純利益、又は中間(当期)純損失、及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以
下のとおりであります。

　

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間損益計算書上の
中間純利益又は中間(当期)純損
失(△) (千円)

47,845 △32,337 △1,203,656

普通株式に係る
中間純利益又は中間(当期)純損
失(△) (千円)

47,845 △32,337 △1,203,656

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 50,867 61,842 52,381

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
(株)
  新株予約権 4,252 ― ―

普通株式増加数 (株) 4,252 ― ―

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

平成17年8月26日付臨時株主
総会、平成18年3月28日付定
時株主総会決議の旧商法280
条ノ21の規定に基づく新株
予約権（それぞれ400個、500
個）

旧商法第210条ノ２に基づく
ストックオプション（自己
株式譲渡方式）のための普
通株式4,252株。

旧商法第210条ノ２に基づく
ストックオプション（自己
株式譲渡方式）のための普
通株式4,252株。
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(重要な後発事象)
前中間会計期間

(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

１　子会社の破産手続き開始
　当社の連結子会社である株式会社
セールス・サポート・サービシーズ
（主力事業としてカー用品適合情報
データベースを運営）は、東京地方
裁判所に破産手続き開始の申立てを
行うことを前提に、平成19年9月19日
より法的整理の準備を開始しまし
た。
　なお、同社に対する出資金額は
28,800千円（持分比率51％）、貸付
金額は23,200千円であります。
　負債総額及び損失見込額は未定で
あります。本件が営業活動に及ぼす
重要な影響はありません。
 

１．株式交換契約の締結
平成20年７月24日開催の取締役会にお
いて、株式会社インターネットペイメ
ントサービス（本社：東京都品川区西
五反田二丁目30番４号、代表取締役社
長：朝田篤、以下「インターネットペ
イメントサービス」）を株式交換によ
り完全子会社化とすることを決議し、
株式交換契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的
 
  ＤＰＧホールディングスは、平成20
年４月１日付会社分割により純粋持株
会社へ移行し、収益確保を最優先課題
としたグループ戦略を進めています。
インターネットペイメントサービスで
は、インターネットおよびモバイルの
ＥＣサイトにおけるクレジット決済シ
ステムの提供を行っております。電子
商取引の拡大により、インターネット
ペイメントサービスが提供する決済
サービスは順調に増加しています。Ｄ
ＰＧホールディングスはインターネッ
トペイメントサービスを子会社化する
ことで収益基盤を確立すると共に、既
存事業との連携により新たなサービス
を提供することが可能になると考えて
います。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年７月24日 株式交換契約書
承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両
社）
・平成20年８月４日 株式交換契約書
承認株主総会（インターネットペイメ
ントサービス）
・平成20年８月15日 株式交換期日 
（注）ＤＰＧホールディングスについ
ては、会社法第796条第3項の規定に基
づき、株主総会の承認を必要としない
「簡易株式交換」の手続きにより行い
ます。 
2）株式交換比率
・インターネットペイメントサービス
の普通株式１株に対して、DPGホール
ディングス（データプレイスより社名
変更）の普通株式10株を割当。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いませ
ん。
③株式会社インターネットペイメント
サービスの概要

商　号
株式会社インターネットペ
イメントサービス(完全子会
社)

事業内容
ECサイトにおけるクレジッ
トカード決済システムの提
供

設立年月日 平成13年11月６日

本店所在
地

東京都品川区西五反田二丁
目30番４号

１．第三者割当による新株式の発行

　平成20年１月17日開催の当社取締役会にお

いて、第三者割当による新株式発行を決議

し、平成20年２月１日払込が完了いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。

新株式の発行要領

①発行新株式数　普通株式3,334株

②発行価額　　１株につき18,000円

③発行価額の総額　　60,012,000円

④資本組入額　 １株につき9,000円　

⑤資本組入額の総額　30,006,000円

⑥申込期間　　　平成20年１月30日

⑦払込期日　　　平成20年２月１日

⑧配当起算日　　平成20年１月１日

⑨新株券交付日　　　　株券不発行

⑩割当方法　 第三者割当の方法により発行

新株の全株を割当てます。

⑪割当先及び株式数　　

　　　　　　　 朝田　篤　2,778株

　　　　 　　　萩谷　史郎　556株

⑫新株式の継続所有の取決めに関する事項

　割当先に対して、割当新株式効力発生日(平

成20年２月１日)から２年以内に譲渡する場

合は、当該内容を当社に報告する旨の確約を

得ています。

 

２．営業の譲受 

　平成19年12月28日開催の取締役会におい

て、平成20年１月４日をもって㈱メディカル

ネットバンクの医療情報処理サービスを譲

受ることを決議いたしました。 

①譲受の理由　ＸＭＬ技術を活用した医療情

報の交換流通の促進のため。 

②事業内容　　医療情報システムにかかる事

業全般譲受に伴う金銭の授受はありません。

また、債権債務の引継ぎもありません。

③事業譲受日　平成20年１月４日

３．会社分割による純粋持株会社移行及び

商号変更

平成20年2月26日開催の当社取締役会におい

て、平成20年3月28日開催予定の定時株主総

会において承認されることを条件として、平

成20年４月1日を期日として、下記の通り会

社分割を行い、純粋持株会社へ移行すること

を決議いたしました。

①会社分割の目的 

　XMLをキーワードとした、企業グループとし

ての事業領域と、規模の拡大を実現するため

に、純粋持株会社への移行を図ることといた

しました。本会社分割により、XML事業への特

化推進と、グループとしての規模の拡大と、

収益の増加による企業価値向上という経営

課題を並行して追求します。

②会社分割の要旨

1) 分割の日程 

　分割計画書承認取締役会　平成20年2月26日

 

　分割計画書承認株主総会　平成20年3月28日

（予定） 

　会社分割日・分割登記日　平成20年4月１日

（予定）
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前中間会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 53,600千円

発行済株
式総数

413株

株主資本 65,152千円

総資産 729,224千円

決算期 ３月31日

従業員数 16名

主要取引
先

eNETS Pte.Ltd.
テレコムクレジット株式会
社

大株主及
び議決権
比率(平成
19年12月
31日現在)

朝田　篤　　100.0％

最近３年間の業績(千円)

決算期
18年３月
期

19年３月
期

20年３月
期

売上高 259,508340,337735,594

営業利益 11,7743,55516,146

経常利益 7,6105,2856,288

当期純利益 3,9573,4761,170

総資産 198,094416,368726,767

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社インターネットペイメ
ントサービスの概要」に記載の内容か
ら変更はありません。
2）資本金 
株式交換によりＤＰＧホールディング
スの資本金は増加いたしません。
⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式
数
(株)

所有割
合(％)

１
有限会社グローバル
キャピタル

11,50617.1

２ 朝田　篤 7,80811.6

３ 藤田  幹夫 7,33810.9

４
株式会社アドバック
ス

5,0007.4

５

インベスター・グ
ロース・キャピタル
・ホールディングB.
V.

4,6216.8

６
松井証券株式会社
（一般信用口）

2,2423.3

７ 三菱商事株式会社 2,0002.9

７
グレートビガーホー
ルディングスリミ
テッド

2,0002.9

2)分割方式 
　当社を分割会社とし、設立会社が当
社の事業を継承する分社型新設分割
（物的分割）を予定し、持株体制へ
の迅速かつ効率的な移行のため、分
社型新設分割方式を採用いたしまし
た。
3)株式割当 
　会社分割に伴い新設会社が発行す
る株式は全て分割会社である当社に
割り当てられます。 
4)分割により減少する資本の額等、
株式の消去方法、分割交付金 
 いずれも該当事項はありません。 
5)当社の新株予約権に関する取扱い
について 
 当社の新株予約権の新株予約権者
に対して、当該新株予約権に代わる
ものとして、新設会社（承継会社）
の新株予約権は交付いたしません。 
6)会計処理の概要 
 当社（分割会社）において、新設会
社（承継会社）に承継させる資産と
負債の差額を子会社株式に計上いた
します。新設会社（承継会社）にお
いては承継した資産と負債の差額を
純資産の部に計上いたします。 
　なお、新設会社（承継会社）は当社
（分割会社）の100％子会社であり
共通支配下の取引となるため、のれ
んは発生しません。また、承継される
資産および負債は、新設会社（承継
会社）においても、当社（分割会
社）における当該資産および負債の
適正な帳簿価額で計上されます。 
7)新設会社（承継会社）が承継する
権利義務 
 平成19年12月31日現在の貸借対照
表を基礎とし、これに分割期日に至
るまでの増減を加味した分割事業部
門に属する資産、負債及びこれらに
付随する権利義務ならびに契約上の
地位と致します。 
8)債務履行の見込み 
 当社の直近の貸借対照表を基礎に、
当該分割後の当社及び承継会社の資
産、負債の額及び収益状況について
検討した結果、当該分割後の当社及
び承継会社の負担すべき債務の履行
の確実性には問題がないものと判断
しております。なお、本件分割により
新設会社に移転し新設会社が負担す
る債務については、分割計画書に基
づき当社が重畳的債務引受を行うこ
ととします。 
9)新設会社に新たに就任する役員
（予定） 
取締役　 藤田幹夫、松田純弘、新井嘉
夫 　　
監査役　 柏原正紀
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前中間会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

順位 株主名
所有株
式数
(株)

所有割
合(％)

７
ライゼンムーンリミ
テッド

2,0002.9

(注)1. 大株主につきましては、平成19
年12月31日（期末日）現在の株主名簿
を基準に作成しております。
(注)2. 募集後の持株比率は、平成19年
12月31日（期末日）現在の株主名簿
に、平成20年３月31日付の第三者割当
増資および、今回の第三者割当による
新株式発行による増加分を反映したも
のです。

③分割当事会社の内容

項 目 分割会社 新設会社

商号

株式会社データプ

レイス（(株)DPG

ホールディングス

に商号変更予定）

株式会社データ
プレイス

主な事業
内容

XMLを活用した情

報提供、EC流通支

援、決済支援サー

ビス事業

XMLを活用した

情報提供サービ

ス事業、情報管

理事業

設立年月
日

平成10年６月
平成20年４月予

定

本店所在
地

東京都品川区
西五反田2-30-4

 

東京都港区
浜松町2-1-17

 

代表者
代表取締役社長
　　　藤田幹夫

代表取締役社長 
藤田幹夫

資本金 798 百万円 10 百万円

発行済株
式数

61,553 株 2,000 株

純資産 457 百万円 410 百万円

総資産 1,056 百万円989 百万円

決算期 毎年12月31日毎年12月31日

従業員数 10名（予定） 23名（予定）

主要取引
先

金融機関など
東京商工リサー

チ

項 目 分割会社 新設会社

大株主及
び株主比
率

(有)グローバルキャ

ピタル   18.6% 

藤田幹夫   11.9% 

(株)アドバックス

  8.1% 

インベスター・グ

ロース・

キャピタル・ホール

ディングス・ビー・

ヴィ－ 7.5% 

松井証券(株)

（一般信用口）

 　6.6% 

朝田篤　4.5% 

三菱商事株式会社 

 3.2% 

(株)DPGホール
ディングス
 100％

主要取引
銀行

未定
商工組合中央金庫、

三菱東京UFJ銀行、横

浜銀行

当事会社
の関係

・資本関係：新設会社は分割会社

の100％出資会社です。 

・人的関係：分割会社の取締役お

よび監査役が兼務することを予定

しております。新設会社の従業員は

すべて分割会社からの転籍となり

ます。 

・取引関係：各子会社から分割会

社への配当、経営指導料等の収入を

予定しております。
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前中間会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

④分割する事業の内容
1)当社の営業の全部。ただし、分割計画書に
別段の定めのあるものを除く。 

2)分割する事業の平成19年12月期にお
ける経営成績（単体ベース）　　　　　　
(単位：百万円)

分割事業(A)
平成19年12月

期実績(B)
比率(A/B)

売上高 462 462100％

営業利益 △211 △281 ─

経常利益 △216 △286 ─

⑤承継させる資産、負債の項目および
金額(平成19年12月31日現在)
(単位：百万円)

資　　産 負　債

項　目 帳簿価額 項　目 帳簿価額

流動資産 189流動負債 462

固定資産 800固定負債 117

合　計 989合　計 579

⑥分割後の当社の状況
1)商号 
株式会社DPGホールディングス 
2)事業内容 　
グループの株式を保有することによる
当該企業の事業活動の管理 
3)本店所在地 
東京都品川区西五反田二丁目30番４号
 
4)代表者 藤田幹夫 
5)資本金 798 百万円 
6)総資産 477 百万円 
7)決算期 12月 31日 
 
４．株式交換契約の締結
平成20年２月26日開催の取締役会にお
いて、株式会社フォト・ウェーブ（本
社：東京都品川区西五反田二丁目30番
４号、代表取締役社長：朝田篤、以下
「フォト・ウェーブ」）を株式交換に
より完全子会社化とすることを決議
し、株式交換契約を締結いたしました。
①株式交換による完全子会社化の目的
 
  データプレイスは、ＸＭＬを中心と
した事業に集中すると共に、収益確保
のグループ戦略を進めています。フォ
ト・ウェーブでは、デジタルコンテン
ツの企画・制作を行っております。電
子商取引の拡大により、フォト・
ウェーブが提供するサイト構築と決済
サービスは順調に増加しています。
データプレイスはフォト・ウェーブを
子会社化することで収益基盤を確立す
ると共に、ＸＭＬ技術の適用により新
たなサービスを提供することが可能に
なると考えています。 
②株式交換の要旨 
1) 株式交換の日程 
・平成20年２月26日 株式交換契約
書承認取締役会（両社）
・同日 株式交換契約書の締結（両
社）
・平成20年３月13日（予定） 株式
交換契約書承認株主総会（フォト・
ウェーブ）
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前中間会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

・平成20年３月21日（予定） 株式交
換期日 
（注）データプレイスについては、会
社法第796条第3項の規定に基づき、株
主総会の承認を必要としない「簡易株
式交換」の手続きにより行います。 
2）株式交換比率
・データプレイスを１としフォト・
ウェーブを５とします。
3）株式交換交付金
・株式交換交付金の支払は行いませ
ん。
③株式会社フォト・ウェーブの概要

商　号
株式会社フォト・ウェー
ブ(完全子会社)

事業内容

コンピューターネット
ワークシステム、データ
ベースソフトウェアの設
計・販売

設立年月日平成10年４月21日

本店所在地
東京都品川区西五反田二
丁目30番４号

代表者 代表取締役社長　朝田　篤

資本金 17,000千円

発行済株式
総数

270株

株主資本 22,360千円

総資産 152,648千円

決算期 ３月31日

従業員数 22名

主要取引先
(株)エムグロース、(株)エ
アネット、(株)トライバル
メディアハウス、(株)松竹

大株主及び
議決権比率
(平成19年
12月31日現
在)

朝田　篤　　　51.9％

有限会社SBUコンサルティ
ング　 33.3％
有限会社ティーケーパー
トナーズ14.8％

最近３年間の業績(千円)

決算期
17年３月
期

18年３月
期

19年３月
期

売上高 75,318150,972261,860

営業利益 △1,1061,3786,206

経常利益 1,9492,5405,982

当期純利
益

1,2141,6153,426

総資産 39,67770,210152,648

④株式交換後の状況
1)商号、事業内容、本店所在地、代表者
 「③株式会社フォト・ウェーブの概
要」に記載の内容から変更はありませ
ん。
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前中間会計期間
(自　平成19年1月1日
至　平成19年6月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年1月1日
至　平成20年6月30日)

前事業年度
(自　平成19年1月1日
至　平成19年12月31日)

2）資本金 
株式交換によりデータプレイスの資本
金は増加いたしません。
⑤株式交換後の大株主の構成

順位 株主名
所有株式
数
(株)

所有割
合(％)

１
有限会社グローバ
ルキャピタル

11,50618.2

２ 藤田  幹夫 7,33811.6

３
株式会社アドバッ
クス

5,0007.9

４

インベスター・グ
ロース・キャピタ
ル・ホールディン
グ・ビー.ヴィー.

4,6217.3

５ 朝田　篤 3,4785.5

６
松井証券株式会社
(一般信用口)

2,2423.5

７ 三菱商事株式会社 2,0003.1

７
グレートビガー
ホールディングス
リミテッド

2,0003.1

７
ライゼンムーンリ
ミテッド

2,0003.1

(注)1. 大株主につきましては、平　
成19年12月31日（期末日）現在の株
主名簿を基準に作成しております。
(注)2. 募集後の持株比率は、平成19
年12月31日（期末日）現在の株主名
簿に、平成20年２月１日付の第三者
割当増資および、今回の第三者割　　　
　当による新株式発行による増加分
を反映したものです。

　
(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度第10期(自 平成19年１月１日　至 平成19年12月31日)

平成20年３月28日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度第９期(自 平成18年１月１日　至 平成18年12月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書

平成20年３月18日関東財務局長に提出

(3) 有価証券届出書及びその添付書類

第三者割当による新株式の発行

平成20年１月17日関東財務局長に提出

(4) 有価証券届出書の訂正届出書

平成20年１月17日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書

平成20年１月22日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（新設分割）の規定に基づくもの

平成20年２月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（株式交換）の規定に基づくもの

平成20年７月24日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月26日

株式会社　データプレイス

取締役会　御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　中　　大　丸　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　木　　右　近　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社データプレイス及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

「重要な後発事象」に子会社の破産手続開始の申立てを行うことを前提に法的整理の準備を開始した旨が

記載されている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
　

平成20年９月26日

株式会社　ＤＰＧホールディングス

取締役会　御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　中　　大　丸　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　木　　右　近　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社DPGホールディングスの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社DPGホールディングス及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前連結会計期間に453百万円、当連結中間会計期

間に33百万円の営業損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。

2.「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成20年7月24日開催の取締役会において、株式会社イン

ターネットペイメントサービスを完全子会社化することを決議し、株式交換契約を締結し、平成20年8月15日

にその効力が発生した。

3.「重要な後発事象」に記載のとおり、持分法適用会社グリーンネットワーク㈱の全株式を平成20年9月12

日に売却した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月26日

株式会社　データプレイス

取締役会　御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　中　　大　丸　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　木　　右　近　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社データプレイスの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第10期事業年度の中間会計期

間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社データプレイスの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

追記情報

「重要な後発事象」に子会社の破産手続開始の申立てを行うことを前提に法的整理の準備を開始した旨が

記載されている。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
　

平成20年９月26日

株式会社　ＤＰＧホールディングス

取締役会　御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　中　　大　丸　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　法　木　　右　近　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社DPGホールディングスの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第11期事業年

度の中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社DPGホールディングスの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前事業年度に281百万円、当中間会計期間に32百

万円の営業損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該

状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

2.「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成20年7月24日開催の取締役会において、株式会社イン

ターネットペイメントサービスを完全子会社化することを決議し、株式交換契約を締結し、平成20年8月15日

にその効力が発生した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

 (※)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。
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